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研究発表プログラム

第1日　11月12日（土）

　　　第1会場：22B教室（2階）　／　第2会場 23A教室（3階）　／　　第3会場：23B教室（3階）

12：30～ 受　付　（2号棟2階ロビー）

13：10～13：25 開会式　（2号棟　2階　22B教室）

第1会場（2階22B教室）μ1～ 第2会場（3階23A教室）ρ27～ 第3会場（3階23B教室）ρ．53～

谷口祥一（慶磨義塾大学）木村麻衣子 山本順一（桃山学院大学） 中西由香里（豊田市教育センター）
13：30～14：00 （慶磨義塾大学）

NDLSHの細目付き件名標目に対し 図書館サービスにかかわる著作権制 道徳教育におけるリテラチャー・サー

て代表分類記号を機械学習によって 限についての国際的動向と日本の現 クルの試み

付与できるか 状

栗山正光（首都大学東京） 田中伸樹（桃山学院大学） 米谷優子（関西大学）
14：00～14：30

学術論文違法共有サイトへの日本か 電子書籍の複写サービスに関する制 学校司書」雇用の課題：公立及び私立校

らのアクセス状況：Sci－Hubの公開ロ 度的検討 の学校司書募集記事から雇用の課題を

グ・データを元にして 再考する

松林正己（中部大学） 藤牧功太郎（新宿区立中央図書館） 坂下直子（京都女子大学）
14：30～15：00

カーネギー研究所ワシントンとD．C． 公立図書館の統廃合の効果分析につ 学校図書館における「科学読み物」に
ギルマン：研究図書館の社会構造をも いて：関東地方A自治体における事例 関する一考察：板倉聖宣の仮説実験授

とめて 研究 業と科学読み物論をてがかりとして

15：00～15：15 休　憩

長谷川哲也（静岡大学）内田良（名古 久保田正啓（筑波大学）小泉公乃（筑 木内公一郎（筑波大学）
15：15～15：45

屋大学） 波大学）

国立大学図書館における図書資料費 日本の公共図書館におけるアウトリ 横浜市学校司書配置政策の形成過程

の変動に関する社会学的研究 一 チ・サービスの事例分析

横井慶子（東京大学附属図書館） 徳安由希（筑波大学）小泉公乃（筑波 平久江祐司（筑波大学）
15：45～16：15

大学）

購読型学術雑誌のオープンアクセス 先進的な公共図書館は行政支援サー 近年の学校図書館に関する研究と教育

ジャーナル化の現状 ビスをどのように構築してきたか の動向：エビデンスに基づく定量的分
析

宮田洋輔（帝京大学）上田修一（立教 中俣保志（香川短期大学）篠原正美 高浪雅洋（東京大学）
16：15～16：45

大学）若宮俊（慶慮義塾大学）石田栄 （香川短期大学）松原達郎（香川短期

美（九州大学）倉田敬子（慶磨義塾大 大学）

学）

学会発表の形式とアクセスの現況 「地方創生」時代の公共図書館をめ 探究学習における学校図書館の活用と

ぐる地域民主主義の現状 学校司書の役割

17：30～19：30 懇親会（第38母屋レセプションルーム）

（2）



第2日　11月13日（日）
　　　第1会場　22B教室（2階）　／　第2会場：23A教室（3階）　／　第3会場　23B教室（3階）

9：30～ 受　付　（2号棟2階ロビー）

第1会場（2階22B教室）μ79～ 第2会場（3階23A教室）ρ．89～ 第3会場（3階23B教室）ρ．10み

國本千裕（駿河台大学）谷奈穂（千葉 薬袋秀樹（元筑波大学） 中島幸子（同志社大学）中村百合子（立
10：00～10130 大学附属図書館）竹内茉莉子（千葉大 教大学）家城清美（同志社大学）大谷

学附属図書館）池尻亮子（千葉大学附 康晴（日本女子大学）

属図書館）丸茂里江（千葉大学附属図

書館）庄司三千子（千葉大学附属図書
館）

大学生は図書館の外で何を「学習」し 「公立図書館の設置及び運営に関す 遠隔教育による司書教諭資格付与：通

ているか？：フォトボイス調査の結果 る基準」（1992）に関する議論の特徴 信教育課程とeラーニング（メディア
より 授業）を事例として

飯尾健（京都大学） 宮本剛志（日本大学） 中村百合子（立教大学）家城清美（同志
10：30～11：00 社大学）中島幸子（同志社大学）大谷

康晴（日本女子大学）

大学生向け情報リテラシー尺度の作 国立国会図書館における資料利用制 学校図書館司書教諭講習の実態

成および潜在ランク理論を用いた分 限措置

析の試み

新藤透（山形県立米沢女子短期大学） 松戸宏予（佛教大学）
11：00～11：30

教育学者吉田熊次の図書館観と選書 英国の大学図書館における特別支援と

認識 コミュニケーションチャネルとの関連

性：相談・連携・研修に着目して

11：30～12：00
安形輝（亜細亜大学）池内淳（筑波大

学）大谷康晴（日本女子大学）大場博

瀬戸口誠（梅花女子大学）村上泰子（関

西大学）大城善盛（元同志社大学）

幸（文教大学）

公立図書館における図書購入の実態 高等教育における情報リテラシー教育
のパラダイムシフト：『高等教育のため

の情報リテラシー教育の枠組み』の分

析を中心に

12：00～13：00 昼食 （2号棟22A休憩室ほか 2号棟各教室）

13：00～14：00 会員集会・2016 年度学会賞等授与式　（2号棟　2階 22B教室）

14：10～16：50 シンポジウム（2号棟　2階　22B教室）

16：50～17：00 閉会式（2号棟　2階　22B教室）
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第1日

　研究発表（13：30～16：45）

第1会場（2号棟2階22B教室）
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NDLSHの細目付き件名標目に対して代表分類記号を
　　　　　機械学習によって付与できるか

　　　　谷口祥一†
†慶鷹義塾大学文学部

taniguchi＠z2．keio．jp

木村麻衣子‡
‡慶鷹義塾大学非常勤講師

　mayizi＠keio．jp

［抄録］NDLSHにおいて、件名標目に対して概念上で対応するNDC新訂9版の分類記号が「代
表分類記号」として示されている。ただし、その範囲は限られており、細目を伴った殆どの件名

（主標日＋細目）には代表分類記号が付与されていない。本研究は、NDL作成の書誌レコードに

付与された細目付き件名標目とNDC分類記号の組み合わせの中から、代表分類記号となりうる
ものを機械学習によって同定することを試みた。人手によって妥当性を判定したデータ集合を準

備し、複数の属性集合と機械学習法を組み合わせて実験を行い、性能を評価した。

1．はじめに

　国立国会図書館件名標目表（NDLSH）にお
いて、一部の件名標目に対して、概念上で対応

する日本十進分類法（NDC）新訂9版の分類
記号が「代表分類記号」として示されている。

たとえば、件名標目「メタデータ」は、「014」

（資料の収集、整理、保管）と「014．3」（目録

法；記述H録法）という代表分類記号をもつ。

この代表分類記号による件名標目と分類記号
との対応づけは、多様な活用法が期待できるが、

現時点では代表分類記号の付与範囲は限られ
ており、細目を伴った件名（「主標目＋細目」）

には原則的に代表分類記号が付与されていな

い。本研究は、国立国会図書館（NDL）作成

の書誌レコードに付与された件名標RとNDC
分類記号の組み合わせの中から、細目付き件名

の代表分類記号となりうるものを機械学習に
よって同定することを試みる。

　なお、個別の書誌レコードに付与された件名

標目と分類記号の組み合わせが，当該件名標目

の代表分類記号とどの程度一致するのかにつ

いて詳細を調べた先行研究があるが1）、本研究

はそこで対象外とされた代表分類記号をもた

ない件名標目と分類記号の組み合わせに対す
る調査でもある。機械学習を件名標目と分類記

号の対応づけに適用した石田による研究はあ
るが、その研究の射程や方式は異なる2）。

2．対象データ

　1997年から2014年3月分までのNDL作成
の書誌レコードから、NDC新訂9版の分類記

号とNDLSH件名標目のペアで、かつ普通件
名であるものを抽出した。地名件名、固有名件

名などは、NDCによる代表分類記号が殆ど付
与されていないため、対象から外した。また、

NDLS且件名に対する代表分類記号は、　Web

NDL　Authoritiesから取得した。

　その結果、細目付き普通件名（主標目＋細目）

で代表分類記号をもたない、かつ主標目には代

表分類記号があるものは、63，578件名（7，484

主標目）、件名・分類記号ペア数（異なり数）

99，264（平均1．56、SD　2．17）が抽出された。

　ここからさらに、人手によりペアの妥当性判

定（細目付き件名の代表分類記号の同定）を行

うため、主標目ごとに細目付きのペアをまとめ

た単位で系統抽出による標本抽出を実施し、主

標目異なり数474、件名（主標目＋細目）異な

り数3，266、分類記号とのペア異なり数5，022

を抽出した。この標本集合は、件名ごとに平均

1．54（SD　2．18）の分類記号とペアを形成し、

主標目ごとには平均6．89（SD　20．69）の細目

をもち、平均10．59（SD　39．02）の分類記号と

ペアを形成していた。

　この標本抽出された件名・分類記号ペアに対

して、発表者2名それぞれが妥当性を判定し、

その後、判定が分かれたケースについては協議

し最終的な判定を確定した。判定はそれぞれの

件名と分類記号の組み合わせが概念的に対応

するか、っまり代表分類記号としてよいかとい

う判定である。換言すれば、主標目には既に代

表分類記号が付与されているため、細日が付加

されたときに、それらとは異なる代表分類記号

が対応づけられるべきか否かという判定でも

ある。なお、判定はNDLの分類基準、件名作
業指針、および一部の付与実績に従って行った。

　判定結果は、「適切」、「準適切」、「不適」の

3区分とした。準適切とは、直接的な対応づけ

は不自然であるが、適用を拡大して捉えたとき

には適切とも考えられるケースを割り当てた。

判定結果の集計を表1に示した。併せて、主標
目の代表分類記号との完全一一致・前方一致・不

一致のクロス集計も示した。完全一致のものす
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べてが「適切」と判定されているわけではなく、

56ペアは「不適」であった。

3．機械学習の適用実験
　機械学習ツールWe　kaを用いて、複数の機械

学習法を上記の判定済みデータに対して適用
し、その性能値を求める実験を行った。

（1）学習用データ、評価用データ

　人手による判定済みデータ（件名・分類記号

ペア）を、系統抽出法により主標目の単位で3

分割し、学習用データと評価用データとする3

交差検証法を採用した。代表分類記号をもっデ

ー タ集合（102，647ペア；例外を除いて件名は

細目なし）を学習用データに追加し用いた「学

習データ方式1」と、人手による判定済みデー

タのみを学習用データに用いる「学習データ方

式2」とを採用した。

（2）属性（特徴素）集合

　個々の件名・分類記号ペアに対する属性集合

は、最も広範な「属性集合1」（37属性）から、

最小限の属性に限定した「属性集合3」（12属

性）まで3最階を設けた。いずれの属性値も機

械的に生成できるものである。たとえば、属性

集合3とは、ペアID、主標目ID、細目ID、
NDC分類記号、主標目の代表分類記号との一
致区分（完全一致、前方一致、不一致）、ペア

出現回数、ペア出現率、ペア出現回数×ペア出

現率、レコード内先頭出現ペア出現回数、先頭

出現ペア出現率、先頭出現ペア出現回数×先頭

出現ペア出現率、それに正解情報とした（いず

れも数値属性）。正解情報は、当該件名・分類

記号ペアが「適切」か「不適」という2クラス

とした。属性集合1と2は、上記の属性群に
さらにペア共起率（Jaccard係数、Dice係数）、

件名べ一スの平均情報量など、多様な値を属性

として加えたものとした。最小属性集合である

属性集合3の決定は、Wekaの属性選択機能を
用いながら行った。

（3）適用する機械学習法

　下記の代表的な学習法7つを採用した（名称

はいずれもWekaにおけるもの）。

a）AdaBoostM　1：アンサンブル学習のうち、ブ

　ースティングに属する学習法
b）ConjunctiveRule：single　conjunctive　rule

　（連言ルール）学習法

c）J48：決定木C4．5

d）Logistic：ロジスティック識別

e）NaiveBayes：ナイーブベイズ識別

f）RandomForest：アンサンブル学習のうち、

　ランダムフォレスト学習法

g）SMO：サポートベクタマシン（SVM）
　なお、それぞれの学習法の適用においては、

Wekaのデフォルト設定のまま実行し、個別の

パラメータ等の調整はしていない。

4．実験結果と考察
（1）学習データ方式1

　代表分類記号をもつデータ集合を学習用デ

ー タに追加した学習データ方式1において、
a）属性集合1，2，3と、b）人手による判定「準適

切」を正解クラス「適切」・「不適」のいずれに

入れるかという組み合わせで実験を行った。表

2に機械学習法ごとに、得られた精度、再現率、

F値を示した。属性集合2については、属

表1．人手による判定結果
主標目の代表分類記号との一致・不一致

判定結果 合計ペア数
完
全
一
致

前
方
一
致

不一致 ペア出現

　回数

完
全
一
致

前
方
一
致

不一致

「適切」 2，489

49．6％

1β22
26．3％

　813
16．2％

354
7．0％

9，260

65．8％

4，704

33．4％

3，667

26．0％

889
6．3％

「準適切」 104
2．1％

　　0

0．0％

　10
0．2％

　94
1．9％

225
1．6％

　　0

0．0％

　42
0．3％

183
1．3％

「不適」 2，429

48．4％

　56
1．1％

348
6．9％

2，025

40．3％

4，592

32．6％

　110

0．8％

733
5．2％

3，749

26．6％

合計 5，022

100％

1，378

27．4％

1，171

23．3％

2，473

49．2％

14，077

100％

4，814

34．2％

4，442

31．6％

4，821

34．2％

参考：

代表分類

記号なし

全数

99，264

100％

25，995

26．2％

28，556

28．8％

44，713

45．0％

333，406

　100％

113，246

　34．0％

123，977

　37．2％

96，183

28．8％

代表分類

記号あり

全数

102，647

　100％

14，088

13．7％

7，175

7．0％

81，384

79．3％

675，642

　100％

383，277

　56．7％

67，321

10．0％

225，044

　33．3％
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表2．学習データ方式1の実験結果
Ada　　　　Conj　unct　J48
Boos七Ml　　ive

　　　　　Rule

Logistic N鋤ive

Bayes
Ralldom　　SMO
Forest

機械学習

法の多数

決

①属性集合1、かつ人手による判定「準適切」は正解クラス「不適」とする

精度　　　0．831　　0．837　　0．895★

再現率　　0．897★　　0．855　　　0．802

F値　　　　　0．862＊　　　0．846　　　　0．846

O．873＊

0．798

0．834

0．599　　　　　0．887＊

0．982★　　　　0．829

0．744　　　　　0．857＊

0．885★

0．851

0．867★

O．884★

0．86　1＊

0．872＊

②属性集合1、かつ人手による判定「準適切」は正解クラス「適切」とする

精度　　　0．880＊　　0．841　　0．898★

再現率　　0．810　　　0．825　　　0．793

Fイ直　　　　　0．844★　　　0．833　　　　0．842＊

0．854ik

O．821

0．837★

0．608　　　　　0．873＊

0．986＊　　　　O．817

0．752　　　　　0．844★

0．874★

0．835＊

0．854★

0．888＊

0．823

0，854＊

③属性集合3、かつ人手による判定「準適切」は正解クラス「不適」とする

精度　　　O．831　　0．838　　　0．898＊

再現率　　0．899★　　0．858　　0．828
Fイ直　　　　　0．864＊　　　0．848　　　　0．862＊

0．821

0．816

0．818

0．507　　　　　0．881＊

0．999＊　　　　0．847

0．672　　　　　0．863＊

0．829

0．798

0。813

0．840★

O．911＊

0．874＊

④属性集合3、かつ人手による判定「準適切」は正解クラス「適切」とする

精度　　　0．880ik　　O．842　　　0．884＊

再現率　　0．812　　0．827　　0．809
F値　　　　　0．845＊　　　0．834　　　　0．845＊

0．839

0．815

0．827

0．520　　　　　0．873＊

0．999★　　　　O．823

0．684　　　　　0．847★

0．853★

0．793

0．822

0．860＊

O．862★

O．861★

＊・ 代表分類記号との一致区分のみによる予測性能よりも高い値

性集合1，3と大きな性能値の変動がないため
掲載を省略した。

　属性集合1かつ人手による判定「準適切」を

正解クラス「不適」とした場合（ケース①）、

ナイーブベイズ以外はほぼ同等の性能を示し
ており、精度0．831～0．895、再現率0．798～0．897、

F値0．834～0．867であった。他方、ナイーブベ

イズは精度が低く　（0．599）、再現率が高い

（0．982）結果となった。人手による判定「準

適切」を正解クラス「適切」に入れた場合（②）

にも、ほぼ同様な結果であるが、単純な判定と

はならないものが増えた結果、再現率そしてF

値が低下した学習法が増えている。

　属性集合3を採用したときには（③と④）、

属性集合1の場合に比べて性能値が上昇した
学習法もあれば、減少した学習法も見られた。

全体的な傾向および性能値の範囲は、属性集合

1の場合と比べて大きく変化していない。

　これらの結果は性能値の値自体としてはか

なり高い数字に見える。しかし、表1に示した

通り、人手による判定結果は、主標目の代表分

類記号との一致区分（完全一致、前方一致、不

一致）と相当程度に相関が見られるため、この

単一属性のみによる正解の予測性能と比較す
ることが適切であろう。a）人手による判定「準

適切」を正解クラス「不適」とした場合、上記

の単一属性による予測性能は精度0．838、再現

率0．858、F値0．848となった。なお、この値

は前方一致を含めて主標目の代表分類記号と

一致と見なしている（完全一致のみ一致と見な

したときには性能値が低下する）。同様に、b）

人手による判定「準適切」を正解クラス「適切」

に入れた場合、上記の単一属性による予測性能

は精度0．842、再現率0．827、F値0．834とな
った。ケース①・③とa）、②・④とb）を比較

し、機械学習による性能値が上回ったときには、

表2において「★」を付した。これを見ると、

上記の単一属性による予測性能を上回った学

習法も多いとはいえ、性能上昇は限られたもの

であった。

（2）学習データ方式2

　人手による判定済みデータのみを学習用デ

ー タに用いる学習データ方式2においても、属

性集合1かつ人手による判定「準適切」を正解

クラス「不適」とした場合（ケース⑤）、ナイ

ーブベイズとそれ以外では異なる傾向となっ
た（表3）。ナイーブベイズでは、精度が高く、

再現率が低いという結果、すなわち①とは逆の

結果となった。それ以外の学習法においては、

①と比べて性能値が上昇しているものもあれ

ば、減少しているものもある。

　人手による判定「準適切」を正解クラス「適

切」に加えた場合（⑥）、⑤に比べで性能値が

上昇している学習法が多い。他方、属性集合3

の場合にも、人手による判定「準適切」を正解

クラス「不適」から「適切」に変更したとき（⑦

から⑧へ）、性能上昇が見られるものが多い。

属性集合1と3の比較（⑤と⑦、⑥と⑧）で
は、属性集合3が全般的に性能低下となる場合

が多く見られた。
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表3．学習データ方式2の実験結果
Ada　　　　Conj　unct　J48
BoostM　l　　ive

　　　　　Rule

Logistic Naive
Bayes

Random　SMO
Forest

機械学習

法の多数
決

⑤属性集合1、かつ人手による判定「準適切」は正解クラス「不適」とする

精度　　　0．85駐　　　0．823　　0．906＊

再現率　　0．873★　　0．875★　　0．819

F値　　　　　0．864＊　　　0．848　　　　0．860★

0．864★

0．818

0．840

0．828　　　　　0．877＊

0．397　　　　　0．837

0．536　　　　　0．857＊

0．863★

0．821

0．842

O．881＊

0．844

0．862＊

⑥属性集合1、かつ人手による判定「準適切」は正解クラス「適切」とする

精度　　　0．864★　　0．875★　　0．893＊

再現率　　0．87ぴ　　　0．788　　　0．800

F値　　　　　0．867＊　　　0．829　　　　0．844★

0．872★

0．827

0．849＊

0．846＊　　　　0．863★

0．419　　　　　0．858＊

0。560　　　　　0．861★

0．862＊

0．845＊

0．853＊

0．886★

0．834★

O．859＊

⑦属性集合3、かつ人手による判定「準適切」は正解クラス「不適」とする

精度　　　0．851★　　0．838　　0．895＊

再現率　　0．85併　　　0．858　　　0．829

F値　　　　　0．855★　　　0．848　　　　0．861＊

0．817

0．834

0．825

O．860＊　　　　O．868★

0．294　　　　　0．836

0．439　　　　　0．852★

0．779

0．842

0．809

0．871＊

0．852

0．861★

⑧属性集合3、かつ人手による判定「準適切」は正解クラス「適切」とする

精度　　　0．852＊　　O．875★　　0．867★

再現率　　0．896＊　　0．788　　　0．835＊

F値　　　　　0．874★　　　0．829　　　　0．851＊

0．836

0．829★

0．832

0．889★　　　　0．860★

0．368　　　　　0．836★

0．520　　　　　0．848★

O．844★

0．795

0．819

O．863★

0．820

0．841★

＊・ 代表分類記号との一致区分のみによる予測性能よりも高い値

表4．実験結果と主標目の代表分類記号との一致・不一致：多数決方式の実験結果①の場合

完全一致 前方一致 不一致

ペア　　予測誤

数　　　り数

ペア

数

予測　　予測

正解　　誤り

ペア

数

予測

正解

予測

誤り

ペア

数

予測

正解

予測

誤り

「適切」 2，489　　　345 1β22 1，322　　　　0 813 706 107 354 116 238
「準適切」 104　　　　12 0 0　　　　0 10 7 3 94 85 9

「不適」 2，429　　　270 56 0　　　56 348 222 126 2，025 1，937 88

合計 5，022　　　627 11，378 1，322　　　56 11，171 935 236 ［2，473 2，138 335

　学習データ方式1から方式2に切り替えた
ときには（①と⑤、②と⑥、③と⑦、④と⑧）、

対応するそれぞれの機械学習適用結果におい

て、性能E昇が見られる場合もあれば低下を見

せているものもある。これらから、総じて、代

表分類記号があるデータ（例外を除き細目をも

たない）は、細目付き件名の学習用データとし

ては有効とは言い難い。

　また、主標目の代表分類記号との一致区分の

みによる予測性能を上回ったものは、表3にお

いて「粕を付した。

（3）機械学習法の多数決方式

　各ペアに対する個々の予測結果を7つの機
械学習法の間で多数決を行い、ペアごとの最終

的な予測結果とする方式で性能評価を行った

（表2および表3の最右欄）。7っの機械学習

法のうち4っ以上が「適切」と予測したときに

最終予測結果「適切」とし、人手による判定結

果と照合する方式である。実験の結果、個別学

習法の性能値（特にF値）を上回る結果が大

半となったが、全体的には大きな変化とは認め

がたい。また、この多数決方式どうしの性能比

較（たとえば①と②、③と④の比較など）にお

いては、性能が低下する場合が大半であった。

　併せて、代表分類記号との完全一致、前方一

致、不一致それぞれにおいて、この多数決方式

の予測結果が正解となる場合および不正解と

なる場合を集計した。表4に、実験結果①のケ

ー スについて集計結果を示した。

　以上の結果から、機械学習による代表分類記

号の同定は、今回の学習用データ量では、かな

り困難と結論づけられよう。

注

1）谷口祥一，尾形沙由美．NDLSHにおけるNDC代
　表分類記号と書誌レコードの分類記号はどの程度一

　致するのか．Libi’aヱy　and　Jnformainbll　Science．

　No．75，2016，　p．37－66．

2）石田栄美．日本十進分類法と基本件名標目の相互
　マッピングの試み．文化情報学．Vol．　12，　No，1，2005，

　p．1・11．
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学術論文違法共有サイトへの日本からのアクセス状況

　　一Sc　i－Hubの公開ログ・データを元にして一

　　　　　　栗山正光

首都大学東京学術情報基盤センター

　　　　mtkuri＠tmu．　ac．　jp

　　　　　　　　　　　　　　　　　　抄録

　Sci－Hubという学術論文違法共有サイトが議論を呼んでいるが、その利用者は世界中

に広がっており、日本からも多くのアクセスがあることが明らかになっている。本研究

では公開されているSci・Hubのログ・データの中から、日本からのアクセス・データを

抽出し、分析した。その結果、地理的には東京からのアクセスが6割を占め、一極集中

の様相を呈していること、また、アクセスが集中する特定の日が見られること、ダウン

ロードが多い出版社などは世界的な傾向と一致することなどが判明した。

1．研究の背景、目的

　学術論文はいわゆる電子ジャーナルに掲載

され、インターネットを介してアクセスされる

のが常態となっている。その一方で電子ジャー

ナルの価格は上昇を続け、大学図書館が購読を

維持できず、多くの研究者が必要な論文を入手

できないという事態にも陥っている。

　これに対して、誰でも無料で学術論文を読め

るようにしようというオープンアクセス（OA）

運動が起こっている。OAは著作権を尊重しつ

つ行われるもので、著者が出版社の同意を得て

論文原稿をリポジトリ等で公開するグリーン

OA、出版費用を著者の側で負担する（研究助

成金等で賄う場合を含む）ゴールドOAといっ

た方法がある。しかし、どちらも普及にはほど

遠く、まだまだ購読料を払った人にしかアクセ

スできない論文が多い。

　こうした状況の中、カザフスタンの大学院生

アレクサンドラ・エルバキヤン（Alexandra

Elbakyan）が立ち上げたSci’Hubという学術

論文共有サイトが議論を呼んでいる。ここでは

有料の電子ジャーナル掲載論文を、支持者から

提供された、あるいは不正に入手したパスワー

ドで取得し、大量に蓄積して無料提供している。

明らかに違法で、大手出版社から訴えられたり

もしているが、ドメイン名を変えつつ存在し続

けている。

　ジョン・ボハノン（John　Bohannon）は『サイ

エンス』誌にこのSci・Hubに関する記事を発

表し、先進国も含めた世界中にこのサイトの利

用者が広がっていることを明らかにした1）。彼

はエルバキヤンと接触し、Sci－Hubサーバーの

ログ・データを譲り受け、それに基づいて利用

の傾向を分析しているのだが、そのログ・デー

タは記事に付随するデータとして公開されて

いる2）。

　本研究は、その公開ログ・データを元にして、

Sci・Hubへの日本からのアクセス状況を調べ

たものである。研究の目的は、日本からはこう

した違法サイトがどの程度利用されているの

か、また利用の傾向はどのようなものかを、ボ

ハノンが示した世界的な状況と比較しつつ、明

らかにすることである。

2　研究の方法

上記公開ログ・データは、2015年9月1日
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＝

から翌年2．月28日までの6か月間にわたる約

2，800万件のダウンロード要求の記録である。

ただし、11月5日から21日までのデータは欠

落している。データ項目としては、日時、論文

のDOI、　IPアドレスから割り出された地理的

情報（国名、都市名、経緯度）がある（プライ

バシー保護のため元のIPアドレスはわからな

いようにしてある）。

　このデータをパソコンにダウンロードし、日

本からのアクセス・データを抽出した。この作

業にはデータベース・ソフト（マイクロソフ

ト・アクセス）を利用した。その後、抽出され

たデータを表計算ソフト（エクセル）に読み込

んで加工し、要素別に集計して分析した。最初

からエクセルに読み込まなかったのは、データ

量が多すぎて処理できなかったからである。

3　地理的要素による集計結果

　全レコードを国・地域別に集計すると、223

の国・地域に分けられる。不明（N／A）のものも

あり、全件数は27，257，271に減る。表1はそ

のうち上位30か国を示したものである。中国

が1位で440万件以上、2位インドが340万

件、3位イランが260万件と、この3か国が圧

倒的に多く、ほぼ4割を占める。

　注目すべきは、電子ジャーナルへのアクセス

環境が整っていると思われる米国が115万件

で5位となっていることである。フランス、ド

イツも15位以内に入っている。すなわち、貧

しい発展途上国の研究者が主に利用している

というわけでは決してないのである。わが日本

も、全体の1％に満たないとは言え、約23万

5千件で28位となっている。

　目本のみを抽出したデータにっいて、都市別

に集計した結果、384の市（東京は区）・郡か

らアクセスがあったことが判明した（”N∠A”に

なっていた20件は経緯度が大阪府庁のものだ

ったため大阪市にカウントした）。都市名の元

表1

　　国・地域

　1China
　21ndia
　31ran
　4Russia
　5United　States

　6Brazi［

　7Egypt
　81ndonesia

　9France
　10Mexico
　ll　Morocco

　12Pakistan

　13Germany
　14Porヒugal

　15Spain
　16Chile

　17Colombia
　18　Argenti　na

　19Turkey
　20Malaysia

　21Peru
　22Vietnam
　23　Ukraine

　24Tunisia
　25　Algeria

　261taly

　27Greece
　28Japan
　29United　Kingdom

　30South　Korea

国別ダウンロード数

件数　　　％
4，456，071　　16．35

3，414，581　　12．53

2，631，035　　　9．65

1，521，434　　　5．58

1，150，961　　4．22

1，021，540　　　3．75

　801，105　　2．94

　780，873　　　2．86

　511，145　　　1．88

　503，093　　　1．85

　497，306　　　1．82

　493，996　　　1．81

　462，011　　　1．70

　434，721　　1．59

　426，412　　　1．56

　425，596　　　1．56

　414，783　　　1．52

　410，986　　1．51

　393，308　　　1．44

　373，752　　　1．37

　373，325　　　1．37

　369246　　　1．35

　367，047　　　1．35

　339，592　　　1．25

　295，478　　　1．08

　295，015　　　1．08

　285，452　　　1．05

　234，755　　0．86

　218，631　　0，80

　177，023　　　0．65

データはローマ字だが、漢字に置き換えた。表

2に上位20都市のアクセス（ダウンロード）

件数と全件数に対する割合を示す。東京の新宿

区と千代田区の数が突出して多く、名古屋、京

都、つくばといった大学・研究所が多い都市が

それに続いている。

　人口の多い大都市が多いのは当然と思われ

るので、表3に人口比（人ロー人当たりの件数）

による上位20件を示した。人口は2016年6

月1日現在の推計人口3）である。ただし、新宿

区と千代田区は常住人口だと数字が大きく出

過ぎるので昼間人口4）とした。しかしそれでも

やはり、新宿区、千代田区が1，2位を占め、

研究学園都市を有するつくば市が3位となる。
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表2

　都市
　1新宿区
　2千代田区
　3名古屋市
　4京都市
　5つくば市

　6大田区
　7大阪市
　8富山市
　9千葉市
10福岡市
11横浜市
12川崎市
13岡山市
14函館市
15相模原市
16長崎市
17宇都宮市
18仙台市
19浜松市
20札幌市

都市別ダウンロード数

　隣山禦
廊節嘩出

　　ユ覧

　言山撃
　z96毒建県
お　E　　2x
2x

鷺遡

　蕊呈螺

　響
　人野

　　紳裂1

都道府県
東京都
東京都
愛知県
京都府
茨城県
東京都
大阪府
富山県
千葉県
福岡県
神奈川県
神奈川県
岡山県
北海道
神奈川県
長崎県
栃木県
宮城県
静岡県
北海道

件数
93，077

39，935

7，710

7，013

6，171

4，737

4，383

3，922

3，377

3，305

2，988

2，779

2，468

2，459

2，343

2，119

2，014

1，745

1　，690

1，609

禦

　
5
1
8
9
3
2
7
7
4
1
7
8
5
5
0
0
6
4
2
9

　
6
0
2
9
6
0
8
6
4
4
2
1
0
0
0
9
8
7
7
6

％
9
乳
a
2
2
2
t
t
t
t
t
t
t
t
t
α
α
α
α
α

　
3
」
1

図1　都道府県別ダウンロード数（％）

摂津、鹿沼といった地方都市がここで浮上して

くるが、このあたりからは低い数値で差もあま

りないため、意味がない順位かもしれない。

　さらに、都市が存する都道府県別に件数を集

計した。その結果を円グラフで示したのが図1

である。東京都が6割を占め、あとは皆4％以

下である。こんなところにも東京への一極集中

が見られる。

4　時間的要素による集計結果

　図2は件数を日毎に集計した結果を時系列

で示したグラフである。前後の日に比べて突出

して多い日が3日ほど見られる。中でも2015

年12月12日は、この日だけで11，939件もの

表3都市別ダウンロード数（人ロ比順）
　　　＊新宿区、千代田区の人ロは昼間人ロ

都市

1新宿区
2千代田区
3つくば市

4摂津市
5鹿沼市
6富山市
7函館市
8宇部市
9由利本荘市秋田県
10高座郡
11大田区
12観音寺市
13長崎市
14京都市
15知多郡
16宇都宮市
17鳥取市
18千葉市
19岡山市
20名古屋市

都道府県件数
東京都　93，077

東京都　39，935
茨城県　　6，171

大阪府　　1，011

栃木県　　1，156

富山県　　3，922

北海道　　2，459

山ロ県　　1，459

　　　　　627
神奈川県　　357
東京都　　4，737

香川県　　　387
長崎県　　2，119

京都府　　7，013

愛知県　　　728
栃木県　　2，014

鳥取県　　728
千葉県　　3，377

岡山県　　2，468

愛知県　　7，710

人ロ　　　人ロ比
737，252　　0．1262

812，360　　0．0492

229，451　　0．0269

　85，016　　0．0119

　97，916　　0．0118

418，529　　0．0094

266，785　　0．0092

　168，511　　0．0087

　78，763　　0．0080

　48，046　　0．0074

721，978　　0．0066

　59，073　　0．0066

430，347　　0．0049

1，475ρ42　　0．0048

　161，575　　0．0045

519，217　　0．0039

　192，912　　0．0038

974，335　　0．0035

720，745　　0．0034

2，302，696　　0．0033

ダウンロードがあった特異日である。このうち、

10，655件は2時50分から18時1分にかけて

新宿区から継続的にリクエストされた米土木

学会（American　Society　of　Civil　Engineers）の

論文である。テキストマイニングか何かのため、

特定の人物が機械的に大量ダウンロードを行

ったと推測される。

　『サイエンス』誌に掲載された世界全体のグ

ラフでは、凹凸は当然あるものの、こうした極

端な突出は見られない。日本の場合、データ数

が世界に比べれば圧倒的に少ないため、外れ値

の影響が目立っと言えよう。

5　出版社・論文による集計結果

　DOIのプレフィックスを元に出版社別に集

計してみると、日本からは630の出版社の論

文がダウンロードされていることがわかった。

上位15社で74％、30社で84％を占めており、

偏りの激しいロングテールになっている。特に、

首位のエルゼビアは1社で25％と群を抜いて

いるが、同社は世界では34％とさらに大きな

シェア（？）を占めている。ワイリー・ブラッ

クウェルのように一つの会社が複数のプラン
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　　図2　日毎のダウンロード数

ドに分けられている場合もあるので、実際の集

中度はさらに高くなる。

　図3は世界でダウンロード数の多い出版社

上位15社を示したものである。横軸は世界で

のダウンロード数、縦軸は日本でのダウンロー

ド数である。一見してわかるとおり、両者には

強い相関関係がある。すなわち、世界でも日本

でも同じような出版社の論文が多くダウンロ

ー ドされている。15社中13社が日本の上位

15社に含まれており、ベスト3はどちらもエ

ルゼビア、シュプリンガー、IEEEである。

　これに対し、多くダウンロードされた論文は

日本と世界で異なっている。『サイエンス』誌

に発表されている世界上位10本の論文は、日

本では1本が4回、残りはすべて1，2回ダウ

ンロードされているに過ぎない。

　出版社別の件数が一部の大出版社に大きく

偏っているのに対し、論文別の件数にはあまり

偏りはない。日本では234，755回で207，095

本の論文がダウンロードされており、1回しか

ダウンロードされていない論文が8割を占め

る。

　日本で一番多くダウンロードされている論

文は51回、世界では7，988回だが、いずれも

全ダウンロード数の0．02％程度に過ぎない。当

然のことながら、研究者が必要とする論文は多

種多様であり、それがこのSci・Hubの利用デ

ー タにも表れていると言えよう。

　7〔｝ぼ熟

　　　　　　　　　　　　　　　　エ　が　　　転3，　3
　　　　　　　　　　　　　　　　　、．．冷
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　図3　ダウンロードの多い出版社
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カーネギー研究所ワシントンとD．C．ギルマン

　　～研究図書館の社会構造をもとめて～

松林　正己

中部大学人文学部 Mmasaki．matsubayashi＠gmail．　com

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　抄録

北米研究図書館史の検証的調査を進めるにあたり、アーカイヴズ調査の効率を上げるため

に、Google　Books　Ngram　ViewerとHathiTrustを組みわせて、調査ツールにしたが、逐次

刊行物のメタデータが不備なために有効ではなかった。一方で全文資料提供としての
HathiTrustの全文はアーカイヴズ調査の事前情報として意義深く活用できる関係を確認
した。

1　19世紀北米研究図書館概要

　北米の研究図書館をめぐる言説は、19世紀か

らはじまる。特にこの言説をリードしたのは、

欧州で発達した高等教育制度の改革の嗜矢であ

るJohns　Hopkins　Universityが1876年に創設

され、大学の学術成果である博士学位取得者の

増加が、1880年代に全米の大学改革や研究大学

の新設運動に拍車をかけた。中でもドイツの大

学で導入されていたゼミナール制による教育研

究設備であるseminary　libraryの導入と受容が、

独創研究（original　research）の牽引力として、

歴史学や実証科学の基本的研究体制として

Johns且op㎞sでは担当教員アダムス
（且erbert　Baxter　Adams）が主導し、その概

要を説明するモノグラフを刊行して普及に一役

を買い、その後全米での受容と普及状況を連邦

政府内務省の委託でAdamsが調査し、取りま

とめた報告書も刊行している。このように、北

米における大学院教育研究の設備として最初に

認知された研究図書館はseminary　hbraryであ

る。

　Johns　Hopkinsの研究（大学院）大学として

の成功で、伝統的な教養教育主体の大学の多く

が、研究大学を志向し始め、一方では全米屈指

の大富豪の慈善事業家ロックフェラーによるシ

カゴ大学の開学など研究大学の新設が1890年

代にはピークを迎える。カーネギーによる公共

図書館支援活動から教育改革は、大学界内部か

ら社会全般に展開される様相を呈する。その一

方で、初代大統領George　Washngtonが、首

都ワシントンに創設を願っていた連邦の大学

National　Universityの創設運動は連邦議i会を

中心に頻繁に議論されている。これらの大学を

中心にしながらも社会全般に〈研究research

＞の意義を浸透させる運動でもあったのが、教

養i大学（Liberal　Arts　Colege）から研究大学

（Research　University）への移行と新設であっ

た。その一方で、シカゴの慈善事業家が創設し

た研究図書館The　Newberry　Libraryは、私立

財団による公共研究図書館として1887年に活

動を開始する。また1850年代半ばにはその活

動を開始していたAstor　Library（New　York

Pubhc　Libraryの前身）は、当初より参考図書館

（Reference　Library）として創設されているが、

図書館長にビリングス（John　Shaw　B皿ings元

陸軍外科病院図書館　Library　of　the　Surgeon

General’s　O伍ce　of　the　Army）をNew　York

Public　Libraryに迎えることで、参考図書館

（reference　library）から研究図書館色を強め

てゆく一方で、カーネギー財団の援助を68館

の分館を設置する。

　19世紀中葉から20世紀前半にその全貌を調

査し、報告した著作がSamuel　Rothstein『レ

ファレンスサービスの発達』であり、研究図書

館活動（Research　Librarianship）の意義をも

館種ごとに、しかも館種を超えても精緻な考察

を加えた労作である。書名のレファレンスサー

ビスが前面出ている関係で、背景にある研究図

書館活動の分析は卓抜でありながらも、日本に

は研究図書館と呼べる機関が少ないためにこの

研究成果を活かしきれていない。

2　Google　Books　Ngram　Viewerによる

研究と図書館をめぐる言説測定

　歴史やその起源の検証に利用する証拠
（evidence）をアーカイヴズ史料に求めるのは

正当な手続きであるが、世界中に散逸した状態
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で、アーカイヴズ保管機関に出向かない限り、

閲覧も解析もできない。また一人の著者や歴史

や事実の対象者が残している書簡やドキュメン

トは、対象者の交友関係に応じて拡がっており、

検証作業に応じて調査範囲が決まる。実証精度

を上げるためには調査機関数と時間を増やさざ

るをえない。

　公式な記録を印刷物で刊行している学術機関

や学会の出版物の大半はグーグルによってデジ

タル化され、デジタルテキストして活用できる

環境が整備されている。その成果をGoogle

Books　Ngram　VieweとHathiTrust　Digital

Libraryとして提供されており、歴史研究のツ

ールとしての意義を検証かつ利用を試みてみる。

2・1研究図書館（Research　Library）に関

わる言説用語

　研究に関わる用語として重要な表現は、＜独

創研究（original　research）〉である。この用語の

重要性を改めて説明する必要はないであろうが、

端的に意義をまとめれば、前代未聞も真実の発

見あるいは発明など知識の拡張である。これこ

そが、研究大学の機能面での使命である。前述

のJohns　Hopkins　Universityでは、学長就任

および開学記念講演（lnauguration）で初代学長

ギルマン（Daniel　Coit　Giman）は、1か所以

下のように発言している。

　それは学長として新大学が果たすべき新し

い教育への12項目の一つとして、大学教員は

自由に図書館や実験室で独創研究を推進すると

宣言しているのである宣言文は下記のとおりで

ある。

7．最善の教師は普通自由に、才知と意思で図書

館や実験室で独創研究を行うものである。The

best　teachers　are　usuany　those　who　are丘ee，

competent　and　willing　to　make　original　re－

searches　in　the　library　and　theねboratory．

　そこで独創研究を推進宣言が後年どのように

普及あるいは人口瞼爽してゆくのかを本研究の

対象でもある研究図書館（research　library）及

び関連概念である参考図書館（reference　li・

brary）、ゼミナール図書館（seminary　library）

を同時に比較することで言説の相対的な関係性

の確認を試みる。

　Google　Books　Ngram　Viewerは、検索者が

指定した用語あるいは単語が経年で出現する頻

度をグラフ化したものであり、一種の流行と傾

向を示している。

そこで研究大学、研究図書館に関わるキーワー

ドの出現頻度を調査して、時代の趨勢推計にし、

参照することにする。

検索語一覧　original　research，　reference　li－

brary，　research　libraries，　research　lil）rary，

special　library　（アルファベット順）

対象言語　米語（American　Enghsh）に限定

対象期間　1800－2000（西暦）

得たグラフから読み取れる特徴

・ research　libraries複数形での出現頻度が急

激に伸び始めるのは1940年代からで　戦後

1980年代前半に最高値を得て以後下降する

research　library　複数形と類似した出現パタ

ーンを描いている

・ original　researchの出現は1800年から2000

年まで、　19世紀前半は徐々に上昇し、Johns

Hop㎞s　Universityの開学宣言を受けて、全米

に影響を与えた模様を示唆していると推測され

る。その後は不易な概念としてほぼ安定した出

現率の幅のうちにあると思われる。

・ reference　library，　research　hbrariesは、30

年を経て、その役割と意義が認知され、活発な

活動状況が出版文化に反映された成果として読

むことが可能ではないか、と推測する。

　この間に世界恐慌とニューディール政策、世

界大戦、朝鮮戦争を経て、復員軍人の大学進学・

大学院進学在籍で研究大学の活動が活発化し、

学術機関における研究図書館活動は1960年代

前半から1980年代前半にかけてピークを迎え

ている。

　エヴィデンスとしての電子化テキストをビュ

ーアに従って絞り込み、そのメタデータをもと

にHathiTrustでテキスト自体の中に求める語

あるいは用語の同定作業を進めることが可能に

なる。しかしながら、今回のresearch　library

の最古の使用例を同様の作業で確認したが、検

索時期によって最古の文献指示が不一致である

ことがわかり、システム的な問題を含めて確実

なエヴィデンス確認ツ・一・・一一ルとは云えないことが

判明した。システムの改善、重複する電子化資

料、メタデータの精粗など様々な問題を内在さ

せており、今後の改良改善が待たれる。
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3　カーネギー研究所ワシントンとD．C．

ギルマン

　1901年にJohns　Hopkns　University学長職

を退任するD．C．Gilmanは、カーネギーがワシ

ントンDCに設立しようとしていた連邦の大学

（national　university）の学長に推薦された。

カーネギーの自伝によれば、ギルマンを推薦し

たのは、当時New　York　Public　Libraryの館長

（Library　Director）であったビリングス（John

Shaw　B皿ings）であった。初代大統領George

Washingtonも構想していた首都にアメリカを

代表する大学を設置しようとする連邦議会での

発言や議事録は彩しい。その発言時期も、1876

年のJohns　Hopkins創設以降増えている。その

背景にはシカゴ大学やクラーク大学など研究大

学が新設されたことが影響していよう。カーネ

ギー図書館の寄付と鉄鋼産業の再編で慈善事業

に専念し始めたカーネギーも、national　uni－

versity設立に関心を持ち、ワシントンDCで上

下両院や連邦政府機関の要人を委員とした委員

会を立ち上げ、当時の大統領ルーズヴェルト

（Theodore　Roosevelt）も相談役を引き受けて

いた。そのさいに、ルーズヴェルトはカーネギ

ー、ビリングス、ギルマンをホワイトハウスに

招聰し、昼食会を開きながら検討した結果、大

学ではなく研究主体の研究所の開設に決まった。

ルーズベルトは民間財団による連邦教育機関の

設置は、民主主義には妥当ではない、という見

解をもっていたためと指摘されている。そこで

カーネギーは、研究所の設立に踏み切り、カー

ネギー研究所ワシントン（Carnegie　Institution

of　Washngtonlが設置され、ギルマンは初代研

究所長を就任することになる。

3・1カーネギー研究所ワシントンの使命

　カーネギーは、national　universityを構想し

た経緯から、研究所ではあるが研究大学に劣ら

ない高度な目標と使命を与えている。

1．独創研究の推進　全分野で最重要な一っに

集中して推進する。（To　promote　original　re－

search，　paying　great　attention　thereto　as　one

of　the　most血portant　of　all　departments．）

2．いつれの領域分野でも期待されている研究

者を見いだして、ライフワークとして研究を推

進させる。（To　discover　the　exceptional　man　in

every　department　of　study　whenever　and

wherever　f（）und，　inside　or　outside　of　schools，

and　enal）le　him　to　make　the　work　for　which

he　seems　specia皿y　designed　his　life　work．）

3．高等教育の研究設備を増強する（To　in－

crease　facMties　for　higher　educatio】1．）

4．全米の大学研究所等の効率的な運用を増強

する（To　increase　the　efliciency　of　the　Uni・

versities　and　other　institutions　of　learning

throughout　the　country，　by　utilizing　and　ad－

ding　to　their　eXisting　facil　ities　and　aidmg

teachers　in　the　various　institutions　f（）r　ex・

perimental　and　other　work，　in　these　institu・

tions　as　far　as　advisable．）

5．特別な研究に関心を抱く学生に、博物館、図

書館、実験室、観測施設等の利用を可能にする。

（To　enable　such　students　as　may丘nd

Washington　the　best　point　for　their　special

studies，　to　enjoy　the　advantages　of　the　Mu・

seums，　Libraries，　Laboratories，　Ol）servatory，

Meteorological，　Piscicultural，　and　Forestry

Schools，　and　kndred　institutions　of　the　sev・

eral　departments　of　the　Government．）

6．科学的研究の成果を出版し、広く頒布する。

（To　ensure　the　prompt　pul）lication　and　dis－

tribution　of　the　results　of　scientific　i【1vestiga・

tion，　a　field　considered　highly　inportant．）

　これらの多面的で全米的な研究推進活動を使

命する機関のトップとしてギルマンは、カーネ

ギー研究所ワシントンに関わり、全米レヴェル

で独創研究を普及させる機関のリーダーで、個

性の強い独創的な研究者との施設や予算要求を

調整することに自らの管理能力の限界を感じて

退任を決意している。

4　史的考察

　カーネギーの寄付は、公共図書館のみを展望

していたのではなく、高等教育を世界的な視点

で検討し、先端的な研究体制を主導する機関を

育てることを目指していた。それは寄付行為の

総額において第2と自ら回顧していることでも

証明されよう。創設後半世紀あまりは独創研究

を全米レヴェルで主導する成果を出している。

自伝では、ギルマンへの評価は名前を記しただ

けの厳しいものである。

　研究大学における独創研究の意義を内実とも

にアメリカの高等教育に定着させ、教育施設と
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してゼミナール図書館を研究図書館の一種とし

て位置づけさせた。学生時代からの学生協会図

書館（collegiate　hbrary）職経験、世界で最初

の図書館長会議（Librarians’　convention，1853）

の発案と実施、イェール大学図書館長経験、ア

メリカ図書館協会創設への関わり等を経ている。

しかしならが、ゼミナール図書館の全米的な推

進役であったアダムス（Herbert　Baxter　Ad－

ams）が、　CIWに関わり出す直前に急逝したこ

とで当時精神的には失意のどん底にあったと云

われている。にもかかわらず、CIWの事業目標

である領域設定において書誌諮問委員会
（Advisory　Committee　on　Bibhography）に米

国議会図書館長バトナム（Herbert　Putnam）

に運営させたのは、理事会の同僚であるビリン

グスとの成果でもあろう。書誌諮問委員会が存

在することで、ビリングスが創刊したIndex

MedicusをCIWが継続して刊行する。このよ

うな研究所の活動が、大学から大学外での独創

研究が遂行される場所の拡大を促し、併せて公

共図書館レヴェルでも独創研究を支援する研究

図書館の活動を普及させる要因になった推測さ

れる。

5　結論

　19世紀の研究図書館に関わる言説のリーダ

ーは、大学で研究を推進するアダムスのような

教員が中心であった。20世紀になってCIWは

全米レヴェルで研究推進をリードすることで、

シカゴのニューベリー図書館、ニューヨーク公

共図書館、ニューヨーク州立図書館などにも独

創研究を意識した活動を拡げさせている契機を

思想と言説で刺激した可能性は高い。その中心

的なCIW関係者には、ビリングス、ホワイト、

ギルマン、バトナム等がおり、20世紀前半の独

創研究言説の再編が1931年に創設される研究

図書館協会（ARL，　Association　of　Research

Libraries）の事前整備をなした可能性があり、

その図書館と図書館員のネットワークの解明が

今後の課題である。
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国立大学図書館における図書資料費の変動に関する社会学的研究

　　　　　　　　長谷川哲也†

†静岡大学

ethaseg＠ipc．shizuoka．ac．jp

内田良‡

　‡名古屋大学

uchida．ryo＠f．nagoya・・u．jp

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　抄録

本研究の目的は，国立大学図書館の図書資料費に関して，図書館間の格差の実態とそ
の推移を明らかにすることである。図書資料の電子化が，大学図書館の資料購買行動
に多大なインパクトを与えている。はたしてどの層の大学が図書館資料に財源を投入
し続けることができる（できない）のか。本研究では『日本の図書館』を用いて，法
人化以降の国立大学図書館における資料費（図書費，雑誌費，電子ジャーナル費）の
変動を分析した。その結果，大学間・大学階層間ともに，図書資料費の格差が拡大す

る傾向が認められた。

1．　研究の目的と背景

　本研究の目的は，国立大学図書館の図書資料

費に関して，図書館間の格差の実態とその推移

を明らかにすることである。

　デジタル媒体の台頭により，大学図書館は根

底からその存在意義が問われ始めている。図書

館は長らく印刷された媒体を基盤に成り立って

きた。図書資料の電子化は，その基盤を突き崩

す。とりわけ，大学図書館は研究推進のために

雑誌論文を重要な所蔵資源としてきただけに，

雑誌論文の急速な電子化は，大学図書館にこれ

までにないインパクトをもたらしている。

　この流れに追い打ちをかけているのが，電子

ジャーナルの価格高騰である。もともと
1980－1990年代に印刷体の洋雑誌において価格

高騰が進み（シリアルズ・クライシス），電子ジ

ャーナル化されてもその流れに歯止めがかかる

ことはなかった1）。電子ジャーナルは，毎年7％

程度の値上がりが進んでおり，「商業出版社に大

学の教育・研究活動を握られているかのように

も見える」2）ほどに，危機的な状況にある。

　この大学図書館を脅かす危機は，すべての大

学に一様に訪れるとしても，しかしながらその

危機にどう対応するのか（対応できるのか）は，

けっして一様ではないはずだ。危機の只中にあ

っても電子ジャーナルをはじめ各種図書資料の

購入をできるだけ維持しようとする大学もあれ

ば，他方で，図書資料費を削減し続けざるをえ

ない大学もあることだろう。大学図書館の問に，

これまでにない新たな格差（図書資料に財源を

投入し続ける大学とそうではない大学）が生ま

れている可能性がある。だが，そうした現実は，

まだほとんど明らかにされていない。

　はたして，電子化の進展は，各大学図書館の

図書資料購買行動をいかに変えたのか。危機に

直面する大学図書館の今日的な全体像を把握す

る必要がある。

2．　先行研究の検討

　大学図書館がこのような危機に直面している

一方で，高等教育研究の領域はこの問題にほと

んど関心を払ってこなかったと言える。高等教

育の格差という点では，進学機会の格差（地域

格差，ジェンダー格差，家庭の階層格差など）

や大学本体の資源格差（競争的資金獲得の格差，

運営費交付金の格差など）が明らかにされてき

た。だが，「大学の心臓」3）とされる図書館の格

差に関する調査研究は皆無に等しい。

　他方で，図書館研究の領域は，先述のとおり，

電子化のインパクトについては十分に危機意識

をもってきた。だがその危機意識は，大学図書

館界全体のそれとして論じられる傾向が強く，

どの層の大学にどの程度のインパクトがあるの

か，すなわち高等教育研究が注視してきた格差

の問題には，関心が低かったと言える。

　本研究はこれら先行研究が見落としてきた，

電子化時代における大学図書館の格差に注目す

る。とくに公的な性格が強いために格差が問題

視される国立大学を対象として，図書資料購買

行動の格差を実証的に明らかにする。なお，本

一 15一



一一

研究は，筆者らによる国立大学図書館の資源格

差研究4）の継続研究である。すでに明らかにし

た2011年度までの格差（拡大）の知見に，2012

～2014年度のデータを追加し，最新の実態を示

す。

3．　方法

　本研究では，日本図書館協会図書館調査事業

委員会編『日本の図書館1－・一統計と名簿』（以下，

『日本の図書館』）に収録されている国立大学図

書館のデータを使用する。目本図書館協会は，

毎年すべての国公私立大学を対象として，各大

学図書館の諸情報を調査し，個票ごとに『日本

の図書館』に掲載し，発行している（詳細は筆

者らの研究を参照）5）。本研究では，『N本の図

書館』に掲載されているデータのうち，「資料費

うち図書費」（以下，「図書費」），「資料費うち新

聞雑誌費」（以下，「雑誌費」），「資料費うち電子

ジャーナル費」（以下，「EJ費」）と，筆者らが

これら3つを合算した合計額（以下，「合計額」）

を分析に用いる。

　また本研究では，公的な性格から格差が問題

視される国立大学を対象として，国立大学の運

営に大きな影響を与えた法人化が実施された

2004年度以降を分析していく。その際図書資

料費の格差を分析する新たな視点を与える変数

として，「運営費交付金」，「科学研究費補助金」

（以下，「科研費」），「最広義人件費」の大学関

連経費も利用する6）。

　なお『日本の図書館』に掲載されている図書

資料費は前年度末の実績値となっているため，

2005年版から2004年度の数値を，最新の2015

年版から2014年度の数値を用いて，図書資料

費に関する2004年度から2014年度の11年間

の推移を検討する。

4．　分析の結果

4．　1　図書資料費の平均値の推移

　図書資料費の動向を傭轍するために，ここで

は，各費の平均値の推移を確認しよう。図1は

『日本の図書館』に掲載されている図書費，雑

誌費，EJ費とその合計額について，2004～2014

年度における1大学図書館あたりの平均値とそ

の2004年度比の値を示したものである。

　各費を合算した合計額には大きな変化はない。

各費をみると，図書費は2014年度には2004

年度比で約3割，雑誌費は約7割も減少してい

る一方，EJ費は4．5倍近くにまで増加している。

なお，『日本の図書館』には外国語雑誌費という

独立した調査項目は設定されていないが，『学術

情報基盤実態調査結果報告』の集計データを参

照すると，雑誌費の大幅な減少は，日本語雑誌

費ではなく外国語雑誌費の減少によるものであ

ることがわかる。

2004年度比
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一一合計額

1

0．5
… 　　　噸6・、……∴．．．＿．∫；．．；’”tt

0

　20042005200620072008200920102011201220132014
2004 2005 2006 2007 2008 2009

図書費 70075 68，787 64，910 68，420 64」62 69，646

雑誌費 138214 106372 92137 81061 76455 60501

EJ費 30」73 53621 73，648 95，216 11α825 113，364

合計額 238，463 230815 232496 246，494 253，062 243512

2010 2011 2012 2013 2014

図童費 59，983 59，548 58，240 56っ35 51，748

雑誌費 57271 51」46 44」45 42，023 46524
EJ費 109811 108070 111，763 123412 132213

合計額 227，066 218，764 214」49 222，975 230，485

（注）数値は干円。

　図1図書館資料費の平均値と2004年度比の値

4．2　図書資料費の大学間格差

　図書資料費における大学間の格差（＝不均等

度）は，どう変化してきたのだろうか。

　図2は各費のジニ係数の推移をあらわしてい

る。やや変動はあるものの，図書費は2004年

度の0．589から2014年度の0．638へと増加，

雑誌費は0．593から0．675へと増加，EJ費は

0．588から0．594へと微増している。各費とも

にジニ係数が増加しており，とりわけ図書費と

雑誌費は格差が拡大する傾向にある。また，筆

者らがこれまで分析してきた2011年度までの

ジニ係数は経費によってやや傾向が異なってい

たものの，データを追加した近年では各費とも

に増加していることにも注目したい。
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　こうした格差の程度を評価する試みとして，

大学本体に関連する経費である運営費交付金，

科研費，最広義人件費の2004～2014年度のジ

ニ係数と比較してみよう。図3をみると，最も

高い科研費のジニ係数は0．7程度であり，運営

費交付金と最広義人件費はともに0．5程度とな

っている。時間軸上の変化をみると，科研費と

運営費交付金は減少傾向，最広義人件費は増加

傾向にある。

　すなわち，図書資料費の格差は，運営費交付

金や最広義人件費といった大学運営の基礎的な

経費の格差と，科研費という競争的資金の格差

のおおむね中間部分に位置していることがわか

る。ただし憂慮すべきは，競争的資金である科

研費の格差が縮小しつつある中で，知の基盤を

構成する雑誌費と図書費の格差が，それに近づ

いていることである。

ジニ係数

0．750　　－　一一　一一

0．700　－一一一一一一一一一一一一一一一一一一一　　　　　一一一一・一一一一・一一一一一一一
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・…でム！蟻4＼∠、ご一一
　　　　　　　　　　　　　　●　’　．
0．550　1　　－一一一　一　　　一一一一一一一一一一一　　　　　　　　　　　　t－
　　1　　　　　　　　　　　　　　劇一図書費

　　　　　　　　　　　　　　　・…　雑誌費
o．soo　ド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－－・－－・－　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　一・E」費

　　　　　　　　　　　　　　　一合計額
0．450　－一一一一一一一一一　　　　　一　　　　　　　一一　　一　一一nv………”…”一

20042005　20062007　2008　2009　2010　2011　2012　2013　2014

　図2図書館資料費のジニ係数

4．3　図書資料費の大学階層間格差

　ここまでの分析は，格差そのものに着目して

きた。最後に，大学階層との対応関係を明らか

にしたい。なお，分析にあたっては，筆者らが

これまで用いてきた手法と同様に，国立大学を

3つの階層（旧帝大等10校の「A群」，医学部

のある新制の総合大学・複合大学等28～31校

の「B群」，医学部のない新制の複合大学や単科

大学等約42～47校の「C群」）に分類した（詳

細は筆者らの研究を参照）7）。

　まずは，図書資料費の合計額（図書費＋雑誌

費＋EJ費）の変動を傭目敢しよう。図4は，大

学階層の群別に図書資料費の平均を算出し，

2004年度比の推移を示したものである。これを

みると，A群は増減の波があるものの，現在で

は2004年度水準に戻っている。一方でB群と

C群は2004年度比で1を超えることはなく，

2014年度のC群では2004年度比の7割程度

にまで減少している。さらに2008年度以降，C

群くB群くA群の順が固定化し，とりわけA群

とC群の差が拡がりつつある。

150
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O．SO 一
A緋

　一B群

・… c群

ジニ係数

O．7SO

0．00

　　20042005200620072008200920102011201220132014

図4大学階層別にみた合計額の変動（2004年度比）

0．700

0．650」

0，600

0．550

一
運営費交付金

一一最広義人件費

一一科研費

・…卜茸＿一∋　〃颪…一ゑ瓢黒庶…

O．450

2004　2005　2006　2007　2008　2009　2010　ZO11　2012　2013　2014

図3大学関連経費のジニ係数

　次に，図書費，雑誌費，EJ費の変動をみて

みよう。図5は，2004年度比の各費の変動を

示している。これをみると，もっとも大きく変

動しているのがEJ費であり，　C群くB群くA

群の順でより多くの金額が投じられている。ま

た，筆者らがこれまで分析してきた2011年度

時点では，群問の格差がやや縮小傾向にあった

ものの，データを追加した近年では，とりわけ

A群が資源投入を加速させており，C群との差

が拡大している。一方で，図書費と雑誌費をみ

ると，各群いずれの経費も減少しており，とく

に雑誌費において減少幅が大きい。2014年度で

は2004年度と比べて，A群は約4割，　B群と

C群は約3割となっている。そして，A群とC
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群を比較したとき，A群が優位，　C群が劣位に

あり，近年の図書費ではそれが顕著である。
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図5大学階層別にみた各費の推移（2004年度比）

大学階層間格差が拡大・固定化し，相対的に財

政規模が劣位にあるC群の大学が苦境に立たさ

れている現実である。

5．結論

　図書資料費の分析から得られた知見は，次の

とおりである。まず平均値の推移をみると，

2014年度において図書費は2004年度比の約3

割，雑誌費は約7割も減少している一方，EJ

費は4．5倍近くにまで増加しており，この10

年あまりで資源投入の中心がEJ費に急速にシ

フトしている。次に大学間格差（ジニ係数）を

みると，各費ともに拡大しており，とりわけ図

書費と雑誌費の格差は，競争的資金である科研

費の格差に近い水準となりっっある。さらに大

学階層間格差をみると，各費ともに階層間格差

が拡がりつつあり，A群とC群の差は大きい。

とりわけ近年では，EJ費と図書費において階

層間格差の拡大が確認された。

　筆者らは，2011年度までのデータを分析した

結論において，雑誌費では大学間格差が拡大し

ながら階層性が強まり，一方で，EJ費では大

学間格差は縮小しつつも大学階層間格差が拡大

していることを指摘した。ところが本研究が明

らかにしたのは，とりわけ近年の傾向として，

いずれの図書資料費においても，大学問格差・

〈付記〉

　本研究は，科学研究費補助金（基盤研究（C））

「電子化の時代における大学図書館間の資源格

差とその推移に関する研究」（課題番号：

25381126，研究代表者：長谷川哲也）による研

究成果の一部である。

＜注＞

1）栗山正光「学術コミュニケーションと電子

ジャーナル」『電子書籍と電子ジャーナル』日本

図書館情報学会研究委員会編，2014，p．
103－　128．

2）市古みどり「電子ジャーナルの価格高騰と

オープン化が大学図書館に与える影響」『孤立す

る日本の研究プラットフォームー放置すれば日

本の科学そのものが衰退する』N【RA総合研究

開発機構編2015，p．45・59，引用はp．47．

3）　日本大学出版部編『図書館記』日本大学出

版部，1936，18P．

4）長谷川哲也，内田良「知の格差一電子化時

代の大学図書館における図書資料費の変動」『教

育社会学研究』第94集，2014，p．259－280．

5）前掲4）．『日本の図書館』には，各大学図

書館の本館・分館・分室ごとの数値が掲載され

ており，分析ではこれらの合計値を各大学図書

館の図書資料費のデータとして使用する。

6）　「運営費交付金」のデータは，旺文社教育

情報センターのウェブサイト（http：／／eic．obuns

ha．co　jp／educationaLinlb／）を参照した。「科学

研究費補助金」のデータは，独立行政法人日本

学術振興会のウェブサイト（http：／／wwwj　sp　s．go

jp仕grantstnaid／27＿kdata／）を参照した。「最

広義人件費」のデータは，文部科学省が報道発

表している「国立大学法人等の役職員の給与等

の水準」（http：〃www．mext．go．jp／b＿menu／hou

dou／）を参照した。なお「最広義人件費」とは，

給与，報酬等支給総額，退職手当支給額，非常

勤役職員等給与，福利厚生費の金額を合計した

ものである。

7）前掲4）．
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購読型学術雑誌のオープンアクセスジャーMN－一ナル化の現状

　　　　横井慶子†

　　†東京大学附属図書館
yokoi．keiko＠mail．u－tokyo．ac．jp

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　抄録

オープンアクセスジャーナル（以下OAJ）の中には，もとは購読誌であったものが
OAJに転じたFlipping　Journa1と呼ばれるものがある。本研究ではFlipping　Journal
となる雑誌の特徴，これからの進展を検討することを目的とする。Flipping　Journal

260誌を対象に，各雑誌サイトやデータベースを用いて雑誌の出版母体，創刊年，分
野，評価指標の変化を調べた。Flipping　Journalの特徴として，全体的に（1）学会の

発行する雑誌（2）比較的に創刊年が新しい雑誌，（3）医学分野が多いことがわかった。

まだ，OAJ転換後にImpact　Factorおよび総被引用数が増加する傾向があった。

1、研究の背景と目的

　インターネット上にて無料で読めるオープン

アクセスジャーナル（以下，OAJ）の数は年々

増加している。OAJの情報をリスト化する
Directorsr　of　Open　Access　Journalsによると，

2016年9月現在では約9200誌の存在が確認で

きる。OAJの中には創刊時点からOAJである

ものの他に，もとは購読誌であったものがある

時愚からOAJに転じるFhpping　Journa1と呼

ばれるものがある。Fhpping　Journa1の傾向に

ついて，知名度の低い中小学会が読者層を広げ

るために行う1），”good　OA　fUndin9’が存在する

分野で，購読費収入が少なく，歴史の浅い雑誌

に対して行う2）などの意見がある。また事例数

は少ないが，OAJ化によりImp　act　Factor（以下

IF）が上昇した事例が示されている3）。購読誌の

OAJ化が進めば，大学図書館による購読誌の購

読を前提とする現在の学術雑誌流通モデルに影

響を及ぼすと考えられる。本研究では，実際に

どのような購読誌がOAJ化しているのか，こ

れから購読誌のOAJ化の進展が見込まれるか

を検討することを目的とする。

2．調査方法

　Fhpping　joumal全体を把握できるデータベ

ース等は存在しない。このため，以下3種類の

情報源および方法を用いて調査対象を定めた。

（1）Flipping　journalの情報を収集して公開し

ているWebサイト“Journals　that　converted

from　TA　to　OA”4）に2016年8月9日時点で掲

載されていた269誌，（2）Flipping　journal実

現方法の報告書“Converting　Scholarly

Journals　to　Open　Access：AReview　of　Ap－

proaches　and　Experiences”1）に事例として掲

載されていた85誌，（3）著者が独自にWeb上の

情報を検索するなどして特定した41誌。最終

的に重複誌を除き，295誌を調査対象とした。

これらの特徴や傾向を把握するにあたり，出版

母体や公開方法，創刊年，OAJへ転じた年につ

いては，各誌の雑誌Webサイトやリリース記

事を調べた。雑誌の分野は，Ulrichwebを用い

て特定した。Fhpping　Journaユの進展を検討す

るにあたり，雑誌の質的評価の変化に着目した。

調査対象誌のうちJournal　Citation　Reports

（以下JCR）の収録対象となっているものにつ

いては，そのIFや被引用数の推移を調査した。

なお，著者の使用可能なJCRの収録範囲は

1997年一2015年であるため，調査対象はその範

囲内に限定される。

3．調査結果

　調査の過程で，35誌は本研究の調査対象とす

るには不適切と判断されたため，これらを対象

から除外し，実際の分析対象は260誌となった。

除外理由は，調査時点では有料（14誌），創刊時

からOAJ（10誌），雑誌の存在を確認できない（7

誌），学術雑誌ではない（3誌），ハイブリッドオ

プションの紹介ページであった（1件）の5種類

である。
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　i，

3．1．OAJ化される購読誌の特徴

3．1．1．出版母体とOAJ化の時期

表1　出版母体と公開手段

出版母体 公開手段 件数 内訳

Open　Joumal　System 48

独自システム 21

学会，協会，アカデミー

　　　（132件）

既存のシステム（IR，s。iELOなど） 15

商業出版社 31
嚇ley　11件，　Sp面nge・8件，

日sevier5件ほか

OA出版社 17 BMC　10件ほか

Open　Journal　System 13

独自システム 13

教育，研究機関
　　（40件）

既存のシステム（1R．SciELOなど） 3

商業出版社 5
Sp肖nger　3件，

嚇leyとOUP各1件

OA出版社 6 BMC　5件ほか

Open　Journal　System 2

独自システム 5

その他の公的機関
　　（10件）

既存のシステム（RSciELOなど） 0

商業出版社 1

OA出版社 2

商業出版社（45件） 自社プラントフォーム 45
Wley　13件，　De－Gruyter　9件，

Spmger　8件，日sevier　3件ほか

OA出版社（33件） 自社プラントフ才一ム 33
Hh由M　l8件，　BMC　6件，

C。－A釦。n　5件ほか

　Fhpping　Jouma1の約半数は，学会の発行す

る雑誌が占めていた（表1）。中でもOpen

Journal　System（以下OJS）を利用しての公

開が48件と多い。OJSとはPubhc　Knowledge

Project（PKP）によって製作されたオープンソ

ースの編集査読出版システムである。学会誌の

OJS利用の多さには，スペイン科学研究高等会

議　（Spanish　National　Re　search　Council：

CSIC）が2006年に32誌をOAJへ転換したこ

とが大きく影響していた。OAJを扱うOA出版

社の刊行誌に，もとは購読誌であったFhpping

Journalが含まれるのは不自然と思われる。そ

こで該当の33誌について，CiNh　Booksや

British　Libraryのonhne　catalogを用いて書誌

情報を確認したり，出版社Webサイトを細か

く調べたりした。その結果，16誌はもともと商

業出版社から購読誌として刊行されていたが，

OA出版社に移管されてOAJに転じていたこと

がわかった。また，7誌は学会誌として創刊さ

れていたようだが調査時点では雑誌Webサイ

トに学会情報の記述がなく，学会誌がOA出版

社のプラットフォームで公開されていることを

示す根拠は得られなかった。

　Fhpping　Journalの創刊年を10年間隔で見

ると，創刊年が新しくなるにつれてそのタイト

ル数が増える傾向があった（図1）。ほぼ全ての

年代において学会誌が多いが，1990年代以降は

商業出版社やOA出版社から創刊された雑誌も

増えてきている。購読誌がOAJに転じる年は，

2004年以前は極めて少ないため，2005年以降

を1年間隔で示す（図2）。2006年が他の年よ

りも多いのは，先述のCSICの32誌の影響で

ある。はじめの頃は学会や研究機関が中心だっ

たが，2011年あたりから次第に商業出版社の雑

誌がOAJに転じる数が増えている。ただし転

換年が2017年の雑誌の情報源は，“Journals

that　converted　from　TA　to　OA”からではなく，

出版元のWebサイトでのリリース記事のみで

あるため，網羅性に欠ける部分があり実態を十

分に反映しきれていない可能性がある。

　　　　　　〔］学会　己研究機関　■公的機関
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図1．出版元の種類別創刊年の推移
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図2．OA」転換年の推移

3．1．2．分野

　Ulrichwebを用いての分野調査では64誌が

複数の分野に属していた。これらは整数カウン

ト法を用いて，両方の分野を数えた。例えば

EMBO　M（）必oπ血1ノ晩血ゴηθはBIOLOGYと

MEDICAL　SCIENCESが分野名として付与さ

れていたが，その両方を1と数えた。Ulrichweb

は細かく分野を設定しているが，全体的な傾向

を分析するため類似の分野は統合誌，10種類の

カテゴリーに集約した（表2）。「その他」を構

成する分野はLIBRARY　AND　INFOR－
MATION　SCIENCES（13誌），　SCIENCES：

COMPREHENSIVE　WORKS　（7誌），
ANTHROPOLOGY（5誌），RELIGIONS　AND

THEOLOGY（5誌），　CLASSICAL　STUDIES

（3誌），FISH　AND　FIS且ERIES（3誌），以

下各1誌ANrlQuES，　FOOD　AND　FOOD

INDUSTRIES，　M田TARY，　POPULATION

STUDIES，　WOMENS　STUDIESである。医
学が24．3％と最も高く，生物学，社会科学，人

文学が10％台前半で続いていた。

表2Flipping　JournaIの分野
タイトル数 割合

数学 12 3．6％

物理学 9 2．7％

地球科学 23 7．0％

化学 9 2．7％

医学 80 24．3％

生物学 47 14．3％

農学 7 2．1％

工学 25 7．6％

社会科学 42 12．8％

人文学 34 10．3％

その他 41 12．5％

計 329 100．o％
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3．1．3．質的評価

　調査対象260誌中150誌がJCRに収録され
ており，調査対象誌全体の58％を占めていた。

JCRは分野別にIF上位25％の雑誌をQ1，以

下25％間隔でQ4までランクを付与している。

ランクは1年単位で設定されているが，本調査

ではどういった雑誌がFlipping　Jouma1の対象

になっているかを調べているため，OAJ転換の

前年のランクを調べた。雑誌によっては複数の

分野が割り振られ，片方の分野ではQ1だが，

別の分野ではQ2といったように異なるランク

が付与されている場合がある。このため，高い

ランクと低いランクをそれぞれ優先的に集計し

た結果を図3に示す。「対象外」は，雑誌その

ものにランクは付与されているが，転換前の年

にランクが付与されていなかったタイトルであ

る。ランクの高低のどちらを優先的に集計して

も，全体的な傾向に大きな違いはみられなかっ

た。いずれの出版母体においても各ランクが一

定の割合を占めているが，商業出版社において，

Q1の占める割合が他の出版母体より高かった。

12’
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3．2．雑誌自体の評価指標の変化

　IFや総被引用数は一貫して上昇，あるいは下

降するわけではなく，年によって上下の変動が

ある。このため転換年を基準年としてそれより

前の年の平均値と後の年の平均値を算出して，

それらを比較する形で，OAJ化により質的評価

が上昇したか否かを判断した。転換年が1996

年以前，または2015年以降の雑誌は，この方

法ではIFと総被引用数の変化を測ることがで

きない。また転換年が不明のものも変化を測る

ことができない。これらを分析対象から除外し

た結果，分析対象は72件となった。24誌が

OAJ転換後に新たにJCR収鍬像となってお

り，2誌がOAJ転i換後にJCR収録対象から外

れていた。これらは転換前後の数値の比較はで

きない。ただしJCR対象となること自体が一

定の評価を得ているとみなせるため，OAJ転換

後のIFおよび総被引用数にっいて，24誌は上

昇，2誌は下降とみなした。これらを考慮した

結果，IFの場合は，　OAJ転換後に60誌が上昇

し，12誌が下降していた。全体的にはOAJ転

換後にIFの値が上昇する傾向がみられた。総

被引用数の場合はさらにその傾向が顕著で，70

誌がOAJ転換後に増加し，2誌が減少していた。

ただし厳密には，この2誌はOAJ転換後にJCR

収録対象外となるタイトルなので，総被引用数

が減少に転じたことを数値として読み取れるタ

イトルはなかった。

4．結論

　Fhpping　Journa1の特徴として，全体的に（1）

学会の発行する雑誌（2）比較的に創刊年が新し

い雑誌，（3）医学分野が多いことがわかった。

　IF，総被引用数は全体的にOAJ転換後に上

昇する傾向にあり，総被引用数に関しては減少

に転じたタイトルはなかった。このことから，

OAJ化により雑誌へ自由にアクセス可能とな

り，より幅広い読者層を得られた可能陛が考え

られる。

　ただし，この質的評価の推移を特定できたの

は調査対象全260誌中72誌と，全体の三分の

一にも満たない。このため，これをもってOAJ

化することが質的評価を上昇させ，さらには他

の購読誌がOAJ化を進める動機になるとは言

い切ることは難しい。

　一方で，今回の調査では大きな割合を占めて

いなかった商業出版社の購読誌のOA化が
2011年以降目立っようになってきている。この

ことから，現時点でFlipping　Journalの発行元

の大部分を占める学会以外が発行する雑誌で

OAJ化が増える可能性が考えられる。
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学会発表の形式とアクセスの現況

　　　　　　　　　　　　宮田洋輔（帝京大学）m＠miyay．org

　　　　　　　　　上田修一（立教大学）若宮俊（慶磨義塾大学大学院）

　　　　　　　　　　石田栄美（九州大学）倉出敬子（慶磨義塾大学）

抄録

本研究では，現代における学会発表の位置づけを考察することを目的として，学会ウェブサイトか

らの事例調査とメールによる質問紙調査から学会発表の実態を明らかにした。事例調査では54の

学会のウェブサイトを調査したところ，学会ごとに大きなばらつきがあり，学会と学会発表の現況が

把握しにくいことが分かった。質問紙調査では，研究集会を開催している285学会の回答を分析

し，学会発表の形式や手法，学会発表に関する情報の公開状況などを明らかにした。

1．はじめに

　学会発表は多くの分野において，雑誌論文

掲載以前に研究成果を公表するためのインフ

ォーマルコミュニケーションとして位置づけられ

てきた1）。学会発表は研究集会（confe　re　nce）

というより大きな文脈から切り離せないものと言

われ2），熟考された議論ではあるが，書かれた

研究成果である論文とは異なり，引用もできる

が伝統的には躊躇されるものとされてきた3）。

　口頭発表に用いる手法は，配布資料（ハン

ドアウト），OHP，スライド，プレゼンテーション

ソフトと変化し，1970～80年代にはポスター

発表が始まり，ビデオやソフトウェア・実物の提

示など異なる形式の発表も増えている。加藤

はポスター発表と口頭発表に関して約70名の

質問紙の回答に基づき，ポスター発表は個人

的議論ができ，知らない研究者と知り合えると

いった点が長所であるものの，ポスター発表を

口頭発表よりも低くみるか否かは領域や研究

者によって異なるとしている4）。

　このような技術の変化や形式の多様化，さら

にデジタルな形式での公開，蓄積が容易にな

ってきているという事例報告はあるが，現在の

学会発表の実態は明らかとはいえない。そこ

で本研究では，その実態を明らかにするため

に，学会ウェブサイトからの事例調査とメール

による質問紙調査を行い，学会発表の位置づ

けを考察することを目的とする。

　本発表では，特定の分野における学術活動

の振興をはかる団体のことを「学会」，学会に

所属する研究者が成果を発表する機会を「研

究集会」，研究集会での研究成果の発表を
「学会発表」とする。

2，事例調査

目的

　研究集会の実施と関連資料の公開状況を

把握するために，ウェブサイトからの事例調査

を行なった。

調査方法

　事例調査では，物理学と哲学とコンピュー

タ・情報通信分野の代表的と考えられる英語

のウェブサイトを持った54学会を選択して，学

会の開催頻度，学会プログラム・抄録など関連

資料の公開，口頭発表・ポスター発表の有無，

過去5年分の研究集会の記録公開状況など
について調査した。

結果

　研究集会は，殆どの学会で毎年開催されて

いたが，隔年や2年以上を空けて開催される

場合もあった（表1）。Society　fbr　the　Study

of　Symbolic　Interactionのように，開催は推

測されるが，研究集会サイトの記録が残されて

いない学会もあった。

表1研究集会の開催頻度

頻度 1年　2年　3年　4年　不明　総計

物理　　　　27

哲学　　　　9

情報通信　　　7

6　　　　　1　　　1

1　　1　　　　　　1

［
」

2
7

つ
⊃

雪
⊥

総計 43　　　7　　　1　　　1　　　　2　　54

　次に，学会発表の形式に関して見ると，3分

野のいずれにおいてもほとんどの学会で口頭

発表は採用されていた。ポスター発表につい
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ては，物理と情報通信分野では多くの学会で

採用されていた。哲学ではほとんどなかったが，

International　Pragmatics　Associationのよ

うにポスター発表を採用している事例もあった。

　プログラムや抄録など，学会発表関連資料

の公開については，ほとんどの学会でプログラ

ムを公開していたが，抄録の公開状況は分野

内でもばらっきが見られ，それぞれの学会に

依存していた。また，Society　of　Exploration

Geophysicistsのようにプレゼンテーションが

記録されていて契約すれば見ることができる学

会や，American　Meteorological　Societyの

ように一部プレゼンテーションの記録を公開し

ている学会もあった。

　過去5年間で，プログラムを入手できた年数

では，5年間分入手できた学会が多いものの，

入手できない年度が存在する学会もあり，プロ

グラムのアクセス可能性は研究集会の運営方

法に依存していることが分かった。

されている。ウォータールー大学図書館が運

営しているScholarly　Societies　Projectは，

全世界の学会を対象としているが，現在更新

が止まっており，情報が古くなっていた。そこで，

本研究では，独自に学会のリストを作成した。

　学術雑誌に関するデv・一・一・タベース

Ulrichsweb．comを用いて，学会候補のリスト

を作成した。査読有りの英語で書かれた学術

雑誌を印刷版かオンライン版で現在刊行して

いるという条件で検索を行い，検索された結果

の中から，出版社に関する詳細項目に掲載さ

れていた学協会のメールアドレス6，937件を研

究集会開催学会の候補とした。

　リストアップしたすべてのメールアドレスに対

して，2016年8月17日から23日にかけて，

メールを送信した。メールには依頼文と，以下

の質問項目を含んでいる（原文は英語）、現在

のメールの利用状況を鑑みて，回答はメール

に直接書き込んで返信するように依頼した。

まとめ

　多くの学会において，1）研究成果を発表

する研究集会が定期的に開催されている，2）

関連資料を提供するウェブサイトの品質は開

催事務局に依存し，同一学会であっても一定

ではない，3）全体として，提供される情報がバ

ラついており，過去の成果発表等の記録を蓄

積する体制が整備されていない，4）前例を踏

襲しようとする意識が強いということが明らかに

なった。

　しかし，認められている発表形式や手法，発

表に関する査読制の有無などに関しては，外

部に向けた説明は少なく，学会に直接尋ねる

必要が有ることが示唆された。

3．質問紙調査
目的

　学会発表の実施と関連資料の公開状況に

ついて明らかにするため研究集会を運営して

いる学会にメールによる質問紙調査を行った。

調査方法

　調査対象の学会は，国や分野を限定しない

ことを目標とした。日本学術研究集会，日本学

術協力財団，科学技術振興機構によって作成

されている『学会名鑑』は，日本の学会に限定

1）研究成果を発表する研究集会の開催（は

　　い1いいえ）

2）学会発表の形式（口頭発表1ポスター－ag

　表1その他）
3）学会発表の手法（プレゼンテーションソフト

　1配布資料1デモンストレーション・実物

　！口頭のみ1その他）

4）発表申請時の提出物（タイトル1抄録1

　　全文1その他）

5）査読の有無（すべてを査読1発表形式に

　よって査読1査読をしていない）

6）会議録の作成の有無（印刷媒体1電子

　媒体（CD－ROM，　USBメモリなど）1ウェ

　ブ上で一般公開1ウェブ上で限定公開1
　　作成していない）

7）学会発表に関連する情報・資料のアーカ

　イブ（タイトル1抄録1全文1スライド1

　ポスター1ビデオ1音声1その他）

調査結果

　6，937通の送信メールに対して，2016年

9月7日までに338通の回答があった（表
2）。1，519通（21．9％）が，サーバ移動などの

理由で不達であった。不達を除外した有効

回答率は6．2％であった。

一
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表2メール調査の回答状況 表5学会発表の形式

n ％　　有効％

送信数　　　6，937　100％

不達　　　1，519　21．9％

有効送付　　5，418　78．1％　100％

回答　　　　338　4．9％　6．2％

　表3に回答を国と分野別に集計した。国

は大陸別にまとめ，分野は，発行雑誌の主

題に基づいて，人文学，社会科学，医学以

外の自然科学，医学の4分野に分類した。

回答国は，ヨーロッパと北アメリカを中心とし

て40力国から回答を得た。分野ではいずれ

の分野でも70件以上の回答があった。

表3回答学会の属性

　　　人文学　　社会科学　自然科学　　医学　　　総計

形式　　　n　　％　　n　　％　　n　　％　　n　　％　　n　　％

口頭発表　67　99％60100％89100％67　99％283　99％

ポスター　29　43％28　47％74　83％64　94％195　68％

その他　　11　16％14　23％ユ7　19％13　19％　55　19％

全体　　　68100％60100％89100％68100％285100％

大陸別 n　　％　　分野 n　　％

北アメリカ

ヨーロツパ

アジア

オセアニア

アフリカ

南アメリカ

国際

138

133

33

29

　2

　2

　1

41％　自然科学

39％　人文学

ユ0％　社会科学

9％　医学

1％

1％

0％

109

87

71

71

32％

26％

21％

21％

　次に学会発表での使用を認めている手法

に関する結果を示した（表6）。277件（972％）

で，PowerPointのようなプレゼンテーションソ

フトの利用を認めていた。また，半数以上の学

会で，配布資料を認めてた。一方で，口頭の

みの発表を認めている学会は，3L2％であり，

現在の学会発表にでは，何らかの補助ツール

を用いて発表することが一般的になっていた。

分野別では，人文・社会学系に配布資料や口

頭のみでの発表を認める学会が多かった。な

おこの結果は，認められているものであり，そ

れらが使われているかを示すものではない。

338　100％　全体

表6学会発表の手法

全体 338　100％

　　　　　人文学社会科学自然科字墜　全体
発表手法　　　　　n　　％　　　　　　　　　　　　　　　　　　％　　　　　　　　　　n　　％　　　n　　　，。　　　n　　　　　　　n　　％
プレゼンソフト　66　97％　57　95％　87　98％　67　99％　277　97％

配布資料　　　　　55　8ユ％　45　75％　38　43％　28　41％　166　58％

デモ・実演　　　30　44％　32　53％　49　55％　28　4ユ％　139　49％

口頭のみ　　　　　25　37％　26　43％　23　26％　15　22％　89　31％

その他　　　　　　　7　ユO％　　6　ユ0％　　5　　6％　　8　12％　　26　　9％

　　　　68　　100％　　60　　100e／．　　89　　100％　　68　　100％　　285　　1000，6

　研究成果を発表する研究集会の開催に

ついては，285件（84．3％）が開催していると

回答した（表4）。開催していない学会には，

以降の質問への回答を求めなかったため，

Q2以降の回答の全体数は，285件になる。

表4研究集会の開催の有無
会議の　　入文学　　社会科学　　自然科学　　　医学　　　　総計

開催　　n　　％　　n　　％　　n　　％　　n　　％　　n　　％

Cまし・　　　68　　78　oio　60　　　85％　　　89　　　82％　　68　　　96％　　285　　84％

し、し・ス＿　　19　　　229・6　　11　　　15％　　　20　　　18％　　　3　　　　4％　　　53　　　16％

全体　　87　100％　71　100％　109　100％　71　100％　338　100％

　次に，学会発表の形式については，ほぼす

べての学会で口頭発表を採用していた（表

5）。また，ポスター発表を採用している学会が

7割近くあった。ポスター発表は，人文・社会

科学系では少なく，自然科学・医学系では8

割以上の学会で採用されていた。その他の形

式には，eポスター，アートインスタレーション，

ソフトウェアデモ，ラウンドテーブル，顕微鏡と

ビデオを使った対話型セッションなどがあった。

　学会発表申請の際の提出物についての結

果を示した（表7）。抄録までの提出を求める

学会が，258件（90．5％）と最も多かった。論文

全文の提出を求めている学会は75件（26．3％）

とまだそれほど多くはなかった。タイトルだけを

提出する学会は社会科学，自然科学，医学で

それぞれ1件ずつであった。その他として，引

用・参考文献リストや本文の一部，履歴書（CV）

の提出を求めている学会もあった。

表7発表申請時の提出物
　　　人文学　　社会科学　　自然科学　　　医学　　　　全体

提出物　　　n　　％　　n　　％　　n　　％　　n　　％　　n　　％

タイトル　 56　82％　44　73％　64　72％　50　74％　214　75％

抄録　　　65　96％　52　87％　78　88％　63　93％　258　91％

全文　　　　9　ユ3％　25　42％　35　39％　6　　9％　75　26％

その他　　　7　10％　　4　　7％　10　11％　　9　13％　　30　11％

　　　68　　100％　　60　　ユ00％　　89　　100％　　68　　100弓6　　285　　100％

　査読の有無については，230件（80．7％）で，

すべての発表形式・申込に対して，査読を行

っていた（表8）。発表の形式によって査読対
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象とするかどうかを決めている学会は，37件

（13．0％）であった。ただし，備考として，形式

的な面でのチェックが中心と記した学会もあり，

査読にも幅があることが見受けられた。「無回

答」のうち1件は開催している研究集会によっ

て査読状況が異なるというものであった。

表8査読の対象
人文学　　社会科学　　自然科学　　　医学　　　　全体

n　　　　　　　〔ン6　　　　　　　n　　　　　　　％　　　　　　　n　　　　　　　oそo　　　　　　　n　　　　　　　Of6　　　　　　　　n　　　　　　　　「レ6

用している学会が多い，2）査読を行う学会が

多い，3）人文・社会学系において配布資料・

口頭のみでの発表を認めている学会が多い，

4）電子的な情報提供が行われても，タイト

ル・抄録以外の情報提供はそれほど多くない，

などが明らかになった。

査読

全て

形式による

なし

無回答

53　　　78％　　50　　　839ム　　66　　　74％　　61　　　90％　　230　　　81％

1218％4　7°も1517％6　9％3713％
2　　　　3％　　　5　　　　8％　　　8　　　　9％　　　1　　　　1％　　　16　　　　6％

11％12％　 0％　 0「｝る210る
68　　100％　　60　　1000・a　　89　　ユ00％　　68　　ユOO％　　285　　ユ00％

　発表内容の全文を含んだ会議録の作成に

ついては，印刷媒体で作成しているがll3件

（39．6％）で最も多かった（表9）。2つ以上の

形式で会議録を作成している学会も，102件

あった。94件（33．0％）の学会では，会議録が

作成されておらず，学会発表についての情報

の入手が困難になっていることが示唆された。

表9会議録の作成

4．考察
　学会発表はその多くで何らかの査読がなさ

れ，プレゼンテーションソフトが使用されるなど，

成果発表の形式は整っているが，その発表を

研究集会終了後も成果として記録を残すこと

に対しては熱心とはいえず，全文を掲載する

会議録も作成しない学会も少なからず存在し

た。このことは，研究者のインフォーマルな交

流の場としての研究集会という認識は大きく変

化しておらず，学会発表があくまで研究集会

の一部と見なされており，発表を研究成果とし

て独立して蓄積し，広くアクセスできるようにす

る意識が弱いことを示唆している。

n贋潜響，響∴，全体㌔
E口霜｝ク箪1本

電子菟茎体

ウェフー般コ〉開

ウェブ限定公開

’乍戸量しない

1：：；1；！：：：i夢驚；罷1謙’1：畿

ユll翻l　il：：1：畿ll：：こ1；ll：1

33　　　49【め　　22　　　37°各　　21　　　24㌧c　　l8　　　乙6り0　　　9△　　　33％

68　　100％　　60　　 1⊂sO　9・0　　89　　100今6　　68　　ユ009・i　　285　　100％

　学会発表に関する資料で，ウェブ上で誰で

も利用・∫能なものについて尋ねた（表10）。7

割以上の学会でタイトルと抄録は入手可能で

あった。全文を公開している学会は2割程度

であった。スライドを公開している学会もあった

が，全体の15％程度であった。

　本研究はJSPS科研費JP26280121の助
成を受けて行った。
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表10学会発表資料の公開

）2

）3
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タイトル

抄録
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ビデオ

音声
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8　　12％　　10　　17％　　10　　11　’　15　　22％　　 43　　15％
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図書館サービスにかかわる著作権制限についての国際的動向と日本の現状

山本　順一（桃山学院大学経営学部経営学研究科）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　抄録

　アナログ時代の仕組みで成長を遂げた著作権ビジネスはデジタル経済社会に遭遇
し、市場でborn－digitalの著作物、デジタル複製の取扱いに悩み、彼らに居心地のよ

かった従来の著作権制度の変革は進まない。本発表では、図書館とそのサービスに関

する著作権制限と適用除外の見直しについて、IFLAがかかわるWIPOでの議論、ア
メリカ、イギリスの動きを検討し、日本の著作権制度の変革への示唆を得ようとする。

1．はじめに

　20世紀末以降のデジタル技術の発展、インタ

s・・一一・ネットの普及はめざましい。しばしば、‘第4

次産業革命’（lndustry　4．0）という言葉が用い

られたり、IoT（Intemet　of　Things：モノのイ

ンターネット）というコンセプトがもてはやさ

れたり、社会の総体が大きく変容を遂げっっあ

ることを教えてくれる。社会の一部である館種

を超えた図書館と図書館サービスのあり方も、

その本質である社会経済文化的使命には普遍的

価値が含まれているとしても、その現象形態と

個別的課題への取組みは大きく変化し、関係者

の投入すべき時間とエネルギーの総量と分布も

また変わってこざるを得ない。この発表では、

利用者のもつ情報ニーズに対応する際に図書館

が提供しなければならない必須不可欠の有体無

体の個別的情報、その多くは著作物であり、そ

れを規律する著作権制度についての国内外の変

動の状況を分析し、政策の展開方向を検討する。

2．著作権制度の背景の変化：　著作物の生産、

　利用形態の激変

　それぞれ頻繁に法改正を経験しているが、日

本の現行著作権法（昭和45年5月6日法律第

48号）は1970年、アメリカの現行連邦著作権

法（Copyright　Act　of　1976）は1976年に制定

されたものである。近年になって新たに（もし

くはあらためて）著作権法を制定した国もない

わけではないが、大方は第二次世界大戦後、20

世紀の中葉に制度的基盤が整えられ弥縫策的改

正が繰り返されている。

　本発表は図書館サービスに関する著作権規定

を検討する。そこでは、ILLも当然射程に含め

るが、主として図書館資料の複製を対象とする。

世界の大半の諸国の著作権制度は、いまなおア

ナログの複製、具体的にはマイクロ写真、普通

紙コピー、カセットやビデオを対象としており、

デジタル複製は現行著作権制度の骨格に位置づ

けられていない。図書館と図書館サービスを対

象とする著作権制限規定、適用除外規定
（limitations　and　exceptions　of　copyright）を

めぐるステークホルダーの間の激しい車レ礫が国

際的、国内的に繰り広げられており、デジタル

対応についての権利者ビジネス側と図書館およ

び利用者市民側との利害調整はきわめて困難な

状況にある。

　利用者に提供する情報資料はアナログからデ

ジタルに移行しつつある。しかも、アナログ時

代のように著作物製品・商品の生産と流通を出

版・新聞・レコード製作・放送などの事業者が

一手に独占することができず、一般市民がみず

から生産した著作物にとどまらず、その気にな

ればほとんどノーコストでインターネットを通

じて‘違法’もしくは適法に第三者の著作物（商

品）もまたデジタル複製し、ボーダレスに送信

できる。現在ではインターネットを流通する商

用、非商用のコンテンツの多くはボーンデジタ

ル（born　digital）である。

3．著作権制度に関わる図書館の世界での動き

　3．1　国際図書館連盟（IFLA）と世界知的所

　　有権機関（WIPO）とのかかわり

　IFLAがインターネット上に掲げているウェ

ブページのなかで「図書館に関する著作権制度

上の諸問題」（Copyright　lssues　for　libraries）

を取り扱っている（1）。そして、冒頭に「著作
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権の制限と適用除外は、知識へのアクセス、し

たがって人間と社会の発展にとっての基礎をな

す」と述べる‘図書館とアーカイブズを対象と

する著作権の制限と適用除外’　（Copyright

I、血tations　and　Exceptions　for　Libraries＆

Archives）と標題を掲げるウェブページにリン

クが張られている。そこでは「なぜIFLAは

WIPOの場で著作権（制度）の改革（copyright

reform）を主張しているのか」をみずからに問

い、「著作権法ば盾報へのアクセスという公共的

利益と著作者、芸術家、および出版者がもつ諸

権利との間の危ういバランスをとろうとするも

のである」という認識を示し、「拘束力のある国

際的諸条約を通じて著作権保有者に有利なルー

ルが増大する一方、情報へのアクセスを可能に

する図書館とアーカイブズに関するルールは凍

結されたままである」と答えている（2）。

　IFLAの焦燥感が図書館とアーカイブズの専

門家を動かし、国際連合の専門機関のひとつで

あるWIPOの著作権と隣接権に関する常設委

員会（SCCR）のなかで「図書館とアーカイブ

ズを対象とする著作権の制限規定と適用除外規

定に関する条約提案」が作成され、公表されて

いる（2013年12月6日に4．4版が公表（3））。

この条約提案に関連する成果がマラケシュ条約

（Ma－rakesh　Treaty：2013年作成、2016年発

効）（4）で、公式の条約題名の通り、盲目、視

覚に障害をもっ人びと、もしくはその他の印刷

資料の利用ができない人たちのために、公表さ

れた著作物へのアクセスを容易にしようとする

ものである。図書館とアーカイブズに関する条

約提案はWIPOの常設委員会の審議予定にあ

げられている。

　このようなIFLA、　WIPOの展開に関連して、

それを支える事実に言及しておかなければなら

ない。WIPOは、2008年以来、ケネス・D・ク

ルーズ（Ke皿eth　D．　Crews）（5）に「図書館と

アーカイブズを対象とする著作権の制限規定と

例外規定に関する調査研究」の委託を行ってき

た。その成果は、2008年と2014年に公表され、

2015年7月3日にジュネーブで開催された

WIPOの著作権および隣接権に関する常設委

員会13部会に「図書館とアーカイブズに関す

る著作権制限と適用除外についての調査研究：

最新・改訂版」（Study　on　COPLvrigh　t　Limt’ta　’

inons　aηゴ肋βρ翻〇四θあL励盟だθθand　Ar－

elV’ves！　Updated　and」IZeva’sedi（6）が提出され

ている。そこには、WIPO加盟国188力国のう

ち156力国の著作権法に図書館に関する制限規

定・適用除外規定がおかれ、32力国の著作権法

には一般原則の定めしかおかれず図書館に関す

る制限規定・適用除外規定がないとされている。

著作権法には基本的にその社会経済文化学術的

目的がうたわれ、それに関連する‘図書館の特

権’としてもっとも共通なものは、調査研究を

目的として図書館を利用する人たちに対して著

作物の複製と提供を認める、図書館資料の保存

のための複製を認める、汚損破損劣化した図書

館資料を置換えるための複製を認める、そして

ILL（lnter－Libra　ry　Loan）にかかわる複製を

認めるというものである（7）。

　3．2アメリカにおける動き

　国際社会におけるアメリカの存在感は抜群で、

第二次世界大戦後の日本社会の再編とその後に

も大きな影響力を行使し続けている。WIPOや

IFLAでの発言力も大きく、その著作権制度の

ありようも日本を含め多くの国々にとってひと

つのスタンダードを示している。アメリカの著

作権制度は、特許制度とともに連邦憲法1章8

条8項（θに定められており、具体的な法規範

として連邦著作権法（U．S．　Code：「llitle　17）が

ある。連邦著作権法では主に107条から122条

に制限規定、適用除外規定が置かれている。図

書館にかかわる規定としては、フェアユースを

定めた107条、図書館およびアーカイブズにお

ける複製を定める108条、特定の複製物もしく

は音楽レコードの譲渡の効果を定めた109条、

特定の実演および展示の適用除外を定めた110

条、盲人もしくはその他の障害をもつ人たちの

ための複製を定めた121条などがある。これら

関係諸規定のなかでも、館種を問わず図書館の

日常的業務に大きな関係をもつのが108条であ

る。次に、紙幅の許す範囲で簡潔に108条の構

成にふれてみたい。

　108条（a）項は、権利者の許諾を得ることなく

図書館とその利用者のために著作物の複製を業

務として行うことができる図書館とその職員に

っいて定めている。公衆もしくは外部に開かれ

ている図書館は、その職員が非営利で複製し、
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著作権が存すること、この規定に従い複製した

ものであることを表示し、複製物を作成できる。

108条（b）項および（c）項は、所蔵する図書館資料

が劣化紛失もしくは再生し閲覧視聴を可能とす

る機器が市場から容易に調達できなくなり、代

替物が公正な価格で入手できなくなった場合に

は、アナログ、デジタルを問わず、3部の複製

を作成することができる（3・copy　limit）。3部

複製の内訳は、利用用、保存用、それを所蔵し

ていない他の図書館への提供用とされる。もっ

とも、市場で当該著作物のデジタル複製が頒布

されているときには留保されている。108条（d）

項および（e順は、図書館の利用者に対するコピ

ーの提供を定めており、そこではILLを含めて

著作物の一部のコピーを1部作成することを認

めており、館内資料については著作権に留意す

る旨の表示があれば、図書館の監督下になくと

も利用者みずから複製することを容認している

（single　copy）o

　この108条の具体的運用については、連邦議

会の働きかけにより、1974年に権利者側と図書

館側の利害を調整する場であるCONru
（Co血ssion　on　New　Technological　Uses　of

Copyrighted　Works）が設置され、1978年に

OOAITZ／　Giudeliコes　on．Photecopying　under

Inteth’brai　v　Loan　Arrangements　（9）が公表さ

れている。現在アメリカ国内でのILL実務は、

OOIV7ZT（Guidei伽esを反映したInterk’braηy

Loan　Code　for　the　Z）励艶61伽加8（2016改訂

版）（10）に依拠して実施されている。利用者か

らのILL申込みを受けた依頼館からのリクエ

ストに応えて提供館は求められた資料を特定し、

それをスキャンし、書誌データ等を記入し、Fax

やE－mailを用いたり、ArielやOdysseyのシ

ステムによったり、パスワードを設定しWeb

上に1週間から2週間の期間アップロードした

り、大半は依頼館と提供館、および利用者との

間で電子的にやりとりしている　（11）。

　2013年7月、アメリカ連邦商務省は、『デジ

タル経済における著作権政策、創造性、および

変革』（⑦ρyz幼’」％占娚6抽盈画功aηゴん・

nova　inbn　in　the　Digi’tal　Libraiy）（12）と題する

グリーンペーパーを公表した。すでにこの時点

において、現行の著作権制度がインターネット

日甜七に見合ったものでなくなり、時代遅れのも

のに堕していることがアメリカ社会で広く認識

されるようになっていたのである。1996年に作

成されたWIPO著作権条約とWIPO実演・レ
コード条約を1998年に国内法化した、デジタ

ル技術の利用を前提とするデジタルミレニアム

著作権法（DMCA：Digital　Mi皿ennium　Cop－

yright　Act）が存在していたが、それでは十分

に著作権とその適用除外（exceptions）との適

切なバランスがとれていないとの問題意識が共

有されるまでに至っていた。そのエグゼクティ

ブサマリーのはじめにこのように書かれている。

「一方でインターネットの革新的なカと情報の

自由な流れを確保しっっ、同時に創造的著作物

の生産に駆り立て続ける有意義な著作権制度を

どのようにして維持していくかが今日の政策論

争の最前線にある問題である」と。そしてこの

グリーンペーパーのpp．23－24に‘図書館に関す

る適用除外’（Library　Exception）への言及が

ある。そこには2005年以来、著作権局を含む

議会図書館に20名（うち1名死亡）のメンバ

ーからなる‘108条検討グループ’が設置され、

2008年3月に公表された報告書（13）の検討成果

に言及されている。このThe　Seetion　108　Study

Group仙ρo蛇を見ると、108条の適用対象に

図書館とアーカイブに博物館を加えることには

異論がない。また、ブロードバンドのインター

ネットが普及し、born・digitalのコンテンツが

ふつうに流通し、電子書籍、電子ジャーナルが

広く利用され、資料と複製の電子的提供
（electronic　dehvery　of　copies）が趨勢となり

つつある図書館に対して、現在のフォトコピー

を前提とする連邦著作権法108条は時代遅れで、

なにかにつけて内容が不明確なフェアユースを

定める107条の適用に依存する現状は解決すべ

き、立法的解決が望ましいということでは一致

をみている。しかし、権利者側と図書館側の双

方をメンバーとしているこの検討グループでは、

108条の趣旨をオーバーライドする契約の問題

等を含め、新たな108条の法律構成についての

勧告は期待できるはずがなく、結論的にはこと

ごとく意見不一致のまま終わっている。近年の

連邦議会下院司法委員会で108条を含む関係制

度の調査審議が継続して実施されているが、著

作権制度改革にはいまだつながっていない。

　　図書館をめぐる現今の問題については、孤
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児著作物（orphan　works）、マス・デジタイゼ

ーション（ωのほか、行政情報など広く利用さ

れるオンラインコンテンツの保存、Virtual’only

Iibrariesなど、108条検討グループを含む連邦

議会図書館において議論がなされたり、深めら

れたりしている。

3．3イギリスの動き

　イギリスでは、当時のキャメロン首相に指名

されたカーディフ大学教授の1・ハーグリーブ

ズ（lan　Hargreaves）が2011年に『デジタルを

好機に：知的財産と成長』（Digi　ta／Opρor－

tLll？i　ty　：　a　re　viθw　ole　in　tθllθc　tua1　piroρer　ty　and

gro　wth）と題する報告書（15）を公表している。

そこでは、「数百万を超える市民が日々音楽やビ

デオの日常的利用で著作権侵害を繰り返してい

る姿は決して健全ではない」と述べられ、「イギ

リスの知的財産の基本的枠組み、とりわけ著作

権については、いま必要とされていることへの

対応が見事に遅れている」と結論づけられてい

る。10の提言を掲げるハーグリーブズの報告書

は、EU法の権利制限諸規定を参照しつつ、　孤

児作品（orphan　works）、音楽やビデオの個人的

な媒体変換、パロディの制作にっき積極的な方

向を示し、また図書館をすべての著作権がある

デジタル資料のアーカイブにすること、契約で

法の認める著作権制限をオーバーライドさせる

べきでないと唱えている。

　現在、イギリスでは、ハーグリーブズの報告

書を受け、著作権処理のコスト削減を意図する

権利の集中処理機構Digital　Copyright　Ex－

change（DCE）の創設が目指されている。

4．むすび：　日本の現況と対比して

　著作権制度を取り巻く状況は先進国に共通し

ており、図書館に関する著作権の制限、適用除

外の問題も、程度の差こそあれ、同様に論じら

れるはずのものである。日本でも、国立国会図

書館に関しての納本後ただちに電子化（31条2

項）および絶版等資料の自動公衆送信（31条3

項）ならびにインターネット資料・オンライン

資料の収集のための複製（42条の4）、障害者

のための著作物利用の拡大（37条3項、37条

の2）、孤児作品への対応（67条、67条の2）、

出版権の電子書籍への拡大（80条以下）等が整

備されている。しかし、アメリカではグーグル

ブックス事件（連邦最高裁棄却2016）、

HathiTrust事件（第2巡回控訴裁判所権利者

側敗訴2014）がフェアユース法理を用いてマ

ス・デジタイゼL…一一bションの問題に当面の解決を

与えているなど、国際舞台や外国から緊急に学

び、行動につなぐべきことは少なくない。
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電子書籍の複写サービスに関する制度的検討

　　　田中伸樹
桃山学院大学大学院

15d3101＠andrew．ac．jp

　図書館における電子書籍提供サービスは、主にライセンス契約を締結することに

よって実現されている。その結果、著作権の制限規定であり、複製サービスの根拠

法令とされている著作権法31条1項1号の規定を無視する契約も可能となる。この

制限規定のオーバーライド問題につき、基本的人権との関係やアメリカにおけるフ

ェアユースについての議論を参照し、当該規定は強行規定であり、それに反した契

約は無効と解し得る可能性を示した。

はじめに

　著作権法（昭和45年5H6日法律第48号）
は、「著作者等の権利の保護を図る」法である

（1条）。しかし、「文化の発展に寄与すること

を目的とする」法でもあり、その観点から、一

定の場合に、同法で付与・保障している権利を

制限する規定も置かれている。図書館における

複製もそのひとつであり、「営利を目的としな

い事業として」、「利用者の求めに応じ、その調

査研究の用に供するために、公表された著作物

の一部分」や「発行後相当期間を経過した定期

刊行物に掲載された個々の著作物」を複製し、

一人につき一部を提供することができる（31

条、47条の10）。

　図書館において、中心的な利用者サービスの

ひとつでありながら、図書館法において明文の

規定がない複写（複製）サービスは、一般的に

著作権法31条1項1号を法律上の根拠として

なされてきた。しかし、判例上、同条は著作権

者の有する権利にっいての例外を定めた規定

であり、図書館に資料を複製する権利や義務を

付与するものとは解されていない1）。したがっ

て、図書館で複製サービスを実施する場合、当

該資料の所有・占有が前提となる。

　しかし、所有権・占有権の客体は有体物であ

ることから、電子書籍のような実体を持たない

データは所有権の概念には馴染み辛く、現実で

も、ライセンス契約を締結することが一般的で

ある。すなわち、電子書籍につき、図書館にお

ける複製サービスの正当性は、電子書籍の提供

に関してなされる契約に、その裏付けを求めな

ければならないことになる。

　著作権は排他性・独占性を有する強力な権利

であり、著作物の利用については、上述の権利

制限規定に該当する行為を除き、著作権者の許

諾が必要となる。この利用許諾は当事者間の契

約によるものが一般的である2）。この場合、民

法上の大原則のひとつである‘契約自由の原則’

に則り、原則として利用許諾契約の内容は当事

者、とりわけ著作権者に委ねられる。当然、契

約によって「許諾を得た者は、許諾に係る利用

方法及び条件の範囲内において、その許諾に係

る著作物を利用することができる」（著作権法

63条2項）こととなる。

　本稿では、電子書籍において契約の下に置か

れることとなった複製サービスについて、これ

までの紙媒体と同様のサービスを維持するこ

とが可能か否かという点を、制度面から検討し

たい。

オーバーライド問題

　上述のように、契約内容にっいては当事者が

自由に決定することができることが原則であ

る。しかし、この原則により、著作権法上に権

利の制限を定めた条文があるにもかかわらず、

契約においてこれらの規定に反する内容の条

項が設けられることがある。これを権利制限規

定のオーバーライド問題という。
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　著作権法をオーバーライド（無視・無効化）

するような契約が効力を有するか否かという

問題は、現状では主にソフトウェアやデータベ

ースなどの利用契約において問題とされてい

るが、電子書籍の利用について、ベンダーとの

契約という方法を採ることが一般的な図書館

においても、今後議論され得べきものである。

電子書籍における複製サービスについて述べ

る本稿では、このオーバーライド問題を、著作

権法31条1項1号との関係において検討す
る。

　文化庁3）は、具体的な事例としてソフトウェ

ア、音楽配信、データベース、楽譜レンタルを

検討し、これらの契約における私的複製（30条）

などを禁じるオーバV－一・一ライド条項を含む契約

は、商業面での合理性・正当性が認められる限

りは原則として有効であると結論付けている。

引用（32条）など、公益性の高い権利制限規

定についても、「オーバーライドするあらゆる

契約が一切無効であるとまでは言え」ないとし、

契約が有効となる可能性を否定していない。続

けて、「有効と認められるケースは限定的であ

ると考えられる」ともしているが、そのような

ケースについて具体的な検討は行われていな

い。結局、オーバーライド問題に対しては、個

別具体的な事情を総合的に勘案して判断する

ことを基本的な姿勢としている。

　学説について見ると、個別に判断することを

基本としながらも、言論や情報流通の不当な妨

げとなるおそれがあることを問題視するもの

4）や、著作権者が禁止権を有していない行為で

あることをもって契約の効力を否定するもの

5）がある。一方で、契約時の当事者間の同意を

重視するもの6）や、著作権の効力が及ぶ行為に

ついての許諾を定めている63条とは直接的な

関係がない問題とした上で、契約により有効と

なり得るとするもの7）など、契約自由の原則を

尊重する立場からの主張もなされており、統一

的な見解は存在しない。

強行規定

　契約内容については自由に決めることがで

きるとするのが原則ではあるものの、その内容

は法に適したものでなければならないのは当

然である。民法上は、91条の「法律行為の当

事者が法令中の公の秩序に関しない規定と異

なる意思を表示したときは、その意思に従う」

の反対解釈から、公の秩序に関する規定（強行

規定）に反する内容の契約は効力を有しないも

のとなる。仮に強行規定と解されない場合であ

っても、公の秩序に反するものであるならば、

「公の秩序又は善良の風俗に反する事項を目

的とする法律行為は、無効とする」と定める90

条が適用される。従って、いずれの規定でも、

「公の秩序」をキーワードとして、導かれる結

論は同一のものとなることから、特に両者を区

別して論じる必要は無いとされる8）。

　著作権法31条1項1号を無効化するような
契約についても、これらの規定にある「公の秩

序」に該当するか否かが問題となろう。「公序

良俗に反する契約は当然に無効となりますが、

これと連動させる趣旨で権利制限規定という

方式が選ばれているわけではございません」9）

とされているように、立法者意思としては権利

制限規定が強行規定であるとすることには消

極的ではあるものの、解釈の結果として公の秩

序に反するとされたものについての効力が否

定されることには変わりない。契約条項におけ

る複製禁止特約については、当該条項が公の秩

序に関する規定であり、オーバーライドするこ

とは認められない強行法規であるとして、図書

館での複製を制限する形での契約は不可能で

あると解することができよう。

基本的人権から

　我が国の著作権法31条は、「図書館等の果

たすべき公共的奉仕機能に着目」lo）した規定で

ある。図書館は、「果たすべき公共的奉仕」と

しての複製サービスを通じて、利用者の知る権

利、あるいは、学問の自由（日本国憲法23条）

や、複製物による調査・研究の結果としての表

現の自由（同21条）などといった、自己にお

いても社会においても重要な利益を保証する

ことで、図書館法（昭和25年4月30日法律
第118号）にいう図書館の目的である「国民の

教育と文化の発展に寄与」（1条）し、ひいては

民主主義にも寄与するものとなる。

　これらの人権を制限する場合には、基本的に

は両者の利益を比較衡量することになる。ベン

ダーや著作権者にもたらされる利益に対し、複
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製サービスの実施による利益の方が優先され

ると解する余地はあるように思われる。その場

合、民法上の公序良俗に反するものとして、当

該契約条項は効力を有しない。

　以上のように、基本的人権の侵害のおそれを

もって、著作権法31条1項1号の強行法規性

を主張することも不可能ではないと思われる。

しかし、人権の保障が要請されるのは契約当事

者の図書館ではなく利用者である。また、当該

資料につき貸出・閲覧といったサv・・一一一・ビスが行わ

れているならば、複製サービスのみによって生

じる人権侵害や社会的利益の度合いは弱くな

ると解することもできる。そこで、より直接的

に、著作権法における権利制限の意義も併せて

考えたい。

権利制限の意義から

　権利制限規定は、文化の発展という著作権法

の目的のため、「著作者の経済的利益と情報を

利用する社会一般との調和を図る必要があり、

調和のためのツールとして……欠かせないも

の」11）として存在している。より具体的に制限

規定の意義を確認するため、アメリカにおける

フェアユース規定に関する議論を参考とした

い。我が国の著作権法には、フェアユースにあ

たるような権利制限の一般規定は定められて

いない。しかし、「あらゆる法の根底にはフェ

アの観念が存在し」、「事実上フェアユース的な

結論を導いた判例も多い」という指摘12）が妥

当するならば、フェアユースの意義を著作権制

限全般にわたる意義と読み替えて検討するこ

とも可能であろう。

　アメリカにおいては、フェアユースか否かを

判断する要素として、①使用の目的および性質、

②著作権のある著作物の性質、③使用された部

分の量および実質性、④著作物の潜在的市場ま

たは価値に対する使用の影響の4つを挙げて

いる13）。判例法においてこれらの要素の判断

に一貫性を付与するものとしては、著作物の利

用が変容的であったかを重視する理論が主流

であるとされている14）。しかし、変容的利用理

論は、字義通りならば、著作物利用者による表

現行為における直接的な利用が前提となって

いる15）。変容的利用と見ることができない利

用形態においては、変容的利用理論よりも以前

に提唱された、市場の失敗理論を考慮する必要

があるように思われる16）。市場の失敗理論で

は、市場機能が働いた結果、社会的に望ましい

状態がもたらされないという市場の失敗を是

正するものとしてフェアユースを捉える。市場

の失敗が存在することを前提として、著作物の

利用によって生まれる非金銭的な価値の重要

性が強調されている17）。

　上述の基本的人権や民主主義に関する利益

は、ベンダー・図書館間の関係の中で完結する

ものではなく、また、このような非金銭的な価

値が中心となる場合は、市場機能に頼ることが

困難である。この点において、外部性や、非金

銭的な価値それ自体による市場の失敗が存在

しているといえる。権利制限規定を、市場の失

敗を是正するためのものであると解するなら

ば、‘公の秩序に関する規定’に該当する、す

なわち強行規定であると解され得るし、合理的

な理由なくこの利益を制限するような契約で

あれば、「公の秩序……に反する事項を目的と

する法律行為」ということにもなろう。

おわりに

　契約の下に置かれることにより著作者側の

権利が拡大するおそれのある電子書籍につい

て、複製サービスにおける制度面での問題を取

り上げた。

　これまでの伝統的な紙媒体資料に認められ

てきたものであるならば、それはデジタル時代

になっても維持されるべきであるという前提

の下で検討を行い、原則的な面から著作権法

31条1項1号の強行法規性を確認した。今後、

電子書籍が普及すれば、紙媒体とは異なる特有

の問題が発生し得る。憲法や、規定の意義など

の原則的な立場に依拠すれば、基本的な考え方

はこれまでと大きく変わるものではないと楽

観視することもできるが、一方で、電子書籍環

境が急速な技術発展の波に乗り、その結果、図

書館にとって不利な状況が既成事実と化すこ

とのないよう、過去から現在、今後の動向まで

を注視しなければならない。また、契約の内容

についての議論のみならず、公立図書館におい

ては、公的機関として広く市民に対しての説明

責任を果たさなければならないこととも関連

し、契約内容を開示する意義についても検討す
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る必要があろう。

　本稿は制度的な面を検討したが、それでも実

際上の問題は立ちはだかる。複製サービスの実

現可能性は電子書籍のシステムに依存するこ

と、仮に契約条項が無効であるとしても、ベン

ダー側が対応するか、図書館が他のベンダーと

契約しない限り、電子書籍サービスの提供が停

滞することなどが考えられる。これらについて、

あくまで制度的な観点から見るならば、立法に

よる解決が望まれるとするほかない。現実的な

解決への方途としては、図書館外へ向けて、図

書館の意義に対する理解を深めていく姿勢が

不可欠となろう。
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　　http：／／www．mext．go．jp／b＿menu／shingi／b

　　unka／gijiroku／010／07012909／001／005．ht

　　m
4）　岡村久道『著作権法第3版』民事法研究

　　会2014年P．215
5）　小倉秀夫・金井重彦『著作権法コンメンタ

　　ール』レクシスネクシス・ジャパン2013

　　年p．974（小倉秀夫執筆）

6）　三山裕三『著作権法詳説判例で読む15章

　　第9版』レクシスネクシス・ジャパン2013

　　年p．380

7）　半田正夫・松田政行編『著作権法コンメン

　　タール2第2版』勤草書房2015年p．776
　　（諏訪野大執筆）

8）　加藤雅信『新民法体系1民法総則（第2

　　版）』有斐閣2005年p．221

9）　加戸守行『著作権法逐条講義5訂新版』

　　著作権情報センター2006年p．222・223

10）同上p．235

11）中山信弘『著作権法〔第2版〕』2014年有

　　斐閣p．281－282

12）同上P．395その上で中山は、実質的なフ

　　ェアユースを認める法解釈や技術革新の

　　スピードへの対応には限界があるとして、

　　フェアユース規定を明文化する必要を主

　　張している。

13）17U．S．　Code§107日本語訳は
　　http：／／www．cric．or．jp／db／world／america．h

　　tml（山本隆司訳）を参照。

14）Neil　Weinstock　Netanel“Making　Sense

　　of　Fair　Use”15　Lewis＆Clark　L．　Reu

　　715（2011）．邦訳は　Neil　Weinstock

　　Netane1（石新智規・井上乾介・山本夕子

　　訳）「フェアユースを理解する（1）（2・完）」

　　知的財産法政策学研究Vbl．432013年
　　p．1－44、同Vol．442014年p．141・182

15）American　Geophysical　Union　v．　Texaco

　　Inc．，60　F．3d　913（2nd　Cir．1994）におい

　　ては、社内で研究者が論文の複写を行って

　　いたTexaco側が、当該複製行為は変容的

　　利用であると主張したものの、無体物であ

　　る著作物が具体化した物を変化させたに

　　すぎないとして否定されている。

16）村井麻衣子「フェア・ユースにおける市場

　　の失敗理論と変容的利用の理論（1）一日

　　本著作権法の制限規定に対する示唆一」知

　　的財産法政策学研究Vol．45　20　14年p．113

17）当初の理論（Wendy　J．　Gordon“Fair　Use

　　as　Market　Failure：AStructural　and

　　Economic　Analysis　of　the　Betamax　Case

　　and　its　Predecessors”82　Colum．．Zン。　Rθu

　　1600（1982））においては、フェアユー一ス

　　によって著作権者のインセンティブが損

　　なわれないことにも留意していたが、その

　　後、本文中に述べた形へ修正が試みられて

　　いる。Wendy　J．　Gordon，”Market　Failure

　　and　Intelectual　Property：AResponse　to

　　Professor　Lunney，’82　B．乙πLReu　1031

　　（2002）など。
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公立図書館の統廃合の効果分析について

関東地方A自治体における事例研究

　　　　　　　　　　藤牧功太郎†

†新宿区立中央図書館　　kotaro．　fujimaki＠city．　shinjuku．1g．　jp

A自治体を事例に、公立図書館の統廃合の要因と効果分析を行った。経緯の整理から統廃合
の要因として、特に老朽化の進行、財政状況、コミュニティエリアの区分変更が見出された。

JIS　XO812（2012）の図書館パフォーマンス指標の一部を利用して統廃合の従前従後の3か年
で比較した。資源（施設、資料、職員数）の対人口比率は低下する一方、利用のパフォーマ
ンス（資料回転率、対人口貸出数等）は回復あるいは上昇をしている。効率性（貸出や来館
者数あたりの費用等）については統廃合後に低下するが改善の傾向に向かうことが判明した。

1．研究の背景と目的

　我が国の諸都市において、少子高齢化、人口減

少の進行、厳しい財政状況等から「コンパクトシ

ティ」など都市機能の集約化や効率化への方向が

模索されている。居住、生活機能を集約化してい

く立地適正化計画（2014年8月：都市再生特別措

置法）、生活機能へのアクセス効率の向上を目指す

地域公共交通網形成計画（2014年11月：地域公共

交通活性化再生法）、概ね40年後を見据えた公共

施設等総合管理計画（2014年4月：総務省、3年

間特別交付税）の策定が要請、推奨されている。

これらの動向により、今後、公立図書館の統廃合

が現実的に直面する課題となることが予想される。

統廃合については、これまで、公立小中学校の統

廃合の研究は数多くなされている。財政効果の事

例分析（櫻井2012）1）、費用対効果の分析（元兼

他2013）2）、統廃合の促進要因の分析（青木他

2016）3）などである。一方、公立図書館の施設に

ついては新たな整備に向けた配置や計画等の研究

4）が中心で、施設の統廃合にふれた研究は、図書

館の老朽化傾向の分析（松本2014）5）や市町村

合併の影響（日向2009）6）など僅かであり、統廃

合の効果分析の研究は見受けられない。そこで、

基礎自治体の公立図書館の統廃合事例をもとに、

統廃合の要因と統廃合の前後について統計実績と

指標を用いて比較して効果分析を試みる。

2．研究の方法

　公立図書館の統廃合の事例を新聞記事データベ

ースより抽出する。なお、統廃合の前後比較のた

め概ね3年から5年前の事例に絞る。この結果、

公立図書館の統廃合の事例は大変少なく　（2例）、

この条件に合致するのは、関東地方A自治体のみ

であった。当該自治体の公式ホームページから統

廃合の経過を特に議会の議事録から年表にまとめ、

その要因を探索する。次に、統廃合前3か年、統

廃合後3か年の人口、決算状況等の行政統計、貸

出数等の図書館の業務統計を整理し、貸出件数あ

たりの費用など図書館パフォーマンス指標をもと

に複数の指標により比較を試みる。併せて、現地

を訪問しヒアリング等を実施し確認する。図書館

の統廃合により各パフォーマンス指標の値は統廃

合前と比較して貸出1点あたり費用の縮減など向

上していることが予想される。

3．A自治体の概況

　A自治体は関東地方にあり、周囲を河川に囲ま

れ、江戸期からの歴史と文化を伝える地域で、土

地利用も住宅、工業、商業が調和している。近年

では産業振興、文化や観光にも力を入れている。

　図書館については、昭和27（1952）年に開館し、

以降順次整備を進め、統廃合前年の平成24年度に

は5館となっている。またコミュニティ会館3所

には図書室（約500～700㎡）が、女性センターに

は情報コーナーが設置されており、図書館と連携

して資料の閲覧、貸出等行っている。なお本稿で

は、図書館法に基づく公立図書館を対象とし、コ

ミュニティ会館図書室等は除外して考察する。

事　　項 統計値 備　　考

人口 263，456人 平成28年4月1日
世帯 143，338世帯 平成28年4月1日
面積 13．75k㎡

一般会計予算 1，100億38 百万円（平成28年度）

職員数 1，885人 非常勤・再任用除く

図書館数（公立） 4館 図書館法に基づく

他の図書室等 4所 コミュニティ会館図書室等

所蔵資料合計 885，265点 視聴覚等含むH27年度
登録者数 94，274人 平成27年度末

年間貸出合計 1，770，626点 同　上
※A自治体行政資料、統計より抜粋。図書館に関する統計値は、コミ

ュニティ会館図書室等を含んだものである。7）8）
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4．A自治体の公立図書館統廃合の経過

A自治体の公立図書館の統廃合に関わる経過は

webを通じて、　A自治体議会の会議録検索システ

ムから抽出して年表にまとめたものを以下に示す。

2005
且17

3月　議会常任委員会
昭和27年開設の「C図書館の建て替えの陳情」
に対して自治体の新たな基本計画の中で検討して
いくことを表明。

　統合新図書館の運営経費の見込みは、管理運営費
（光熱水費、保守点検、管理費等負担金等）約8，000

万円の見込み。（平成23年度比5，000万円の増。エレベーター4基、エスカレーター1基、自動出納

書庫、駐車場13台分の純増）事業費（非常勤報酬、
業務委託費）約1億6，000万。（約6，000万0）増。
カウンターが、統合前2を新館では4に、時間延長
による増）図書館オンライン費（コミュニティ会館
も含めた全体経費）約8，000万。（3，000万の増。
端末更新、ICタグ化、自動貸出システム等の追加）
　初期投資費は、図書館整備事業の債務負担行為限
度額の約34億円。（内訳は、施設取得経費が約24
億円で、平成25年度から10年間の割賦払い、内
装・設備工事に係る経費約10億円）を報告。
　今後の予定、24年の第3回定例会に図書館設置
条例の改正案を提出し、統合新図書館のオーブンは
25年の3月末を予定。

2006
H18

8月　議会基本計画調査特別委員会
駅前再開発の中にC図書館と中心館のA図書館を
統合する形で新たに中央図書館を設けていくこと
を自治体基本計画に盛り込むことを表明。
12月　○○駅前第一種市街地再開発事業の都市計
画決定

2007
H19

9月　議会常任委員会　　　　　　　　　　　　　　2012老朽化したC図書館とA図書館を統合し、社会環　　且24境の変化や利用者のニーズの高度化・多様化への対

応、生涯学習活動への支援、統一的なサービスを提
供するために図書館の中核的な組織として、図書館
行政の基本方針の策定、地域図書館、コミュニティ
会館図書室への支援、資料の選定、廃棄などの総合
調整を行う中央図書館を00駅前の第一種市街地
再開発事業の中に、約3，00011fを確保する交渉を行
っていることを表明。
11月　○○駅前再開発組合設立

1月　A教育委員会「統合新図書館の運営方針」を策定。

11月　議会定例会
　図書館設置条例の改正案を可決。新たにF図書館
を設置するとともに、A図書館及びC図書館を廃止
する。併せてF図書館に駐車場を設け、その使用料
を定める。

　区分所有建物の買い入れ案を可決。地下1階から
地上5階までの一部分及び敷地の共有持ち分を買い入れる。価格は30億683万6，304円。

2008
H20

2013
H25

1月　議会常任委員会
　「2館の閉館に伴う不便解消を求める陳情」に対
して、C図書館は1月から業務縮小し3月末に老朽
化により閉鎖、A図書館は2月から業務縮小し、新
年度以降は無人の閉架書庫とする。両図書館の場所
に返却ボストを設置する。有人による貸出要望には
対応できないので本陳1青は不採択。4月1日統合図書館F図書館として開設

9月　議会定例会
統合図書館の債務負担行為（当初予算では金額未
定）は、再開発組合の権利変換や建設費の詳細な事
業計画から限度額を早期に取りまとめる。統合図書
館構想を基本計画に位置付けたことから、設置場所
の早期確保として本再開発事業地は駅前にあり、交
通の利側生が高いこと、必要となる床面積が確保で
きること、また、事業の進捗状況から考えて、統合
図書館の開館時期が大きくずれないことなどの点
を総合的に検討した結果、統合新図書館として保留
床の取得を決定したことを表明。
12月　議会常任委員会
統合図書館の基本計画・基本設計を報告
再開発ビル2階から5階まで、約3，400㎡を取得。
収蔵資料は約40万点の予定，子ども図書館の整
備、ITの活用、40万点租蔓で収蔵可能な施設整
備を行う。床取得費24億2千万円と内装設備工事、
備品の購入等10億円程度の予算も必要。2階に子
ども図書館、エントランス、3階は一般図書コーナー、自動出納書庫、4階も一般図書の開架書庫のコーナー、5階がボランティアの活動室、会議室、事

務室などを配置することを報告。

A図書館の建て替え陳晴から約8年が経過して

統廃合が実現した。この間、議会において、図書

館の廃止理由、住民参加と意見反映、債務負担、

図書館運営協議会、新図書館の運営に対する質疑

が行われ、行政側も着実に対応を図ってきたこと

が伺える。A自治体では従来8つのコミュニティ

ブロックを設定して、図書館等の公共施設を均等

になるよう整備してきたが、平成18（2006）年

度の自治体基本計画で、6っの新たなコミュニテ

ィエリアを構想したことを受けて、老朽化した2

館を新たな1館に統合することとしているg九

5．A自治体の図書館の施設の状況

2009
H21

2月廃止予定のA、C図書館において住民説明会
12月　議会常任委員会
新統合図書館の進捗状況を報告
実施設計完了　内装についての覚書締結

2010
H22

館名 面積（㎡） 開設年等

A館 1，896 1962開館　1986改築　2013廃止

B館 1，557 1977開館　1990改築　3階建て

2月再開発権利変換認可・保留床に関する譲渡の
基本協定を締結
6月○○駅前再開発施設建築物着一L
11月　議会定例会
統合新図書館の建築計画、開館スケジュールの見

1，074 1952開館　1965改築2013廃止

D館 756 1980開館公営住宅の1階

E館 1，007 1980開館公営住宅の1階

F館 3，393 2013開館再開発ビル2～5階B1

2011
且23

12月　議会常任委員会
統合新図書館の管理運営方針（案）について

運営体制は、図書館全体をネットワーク化した運営
とする。現在A図書館の中心館機能を引き継ぐ。生
涯学習拠点、情報センター、課題解決支援、協治に
基づく運営、図書館運営協議会の設置。必要な民間
委託等を実施。開館時間は午後9時まで1時間延
長。2階には総合案内カウンター、こども図書館、
3階と4階は…般書の書架と自動出納書庫、5階に
は事務室とかボランティア作業室などを配置する。

図書館までの平均距離は、統合前は、0．94kmに

対して統合後は1．04㎞となっている1。図書館の

施設状況を見ると、2005（且17）年時点で、開設

後30年以上を経過した図書館の面積割合は

71．9％である。全国の公立図書館の3／4が1980

1次式により算出した。r（自治体区域面積／公立図書館数／π）
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年代以降に建設されている5）ことに比して老朽化

が相当に進んでいる。学校の統廃合の動機として

は、学齢期人口の減少、一般会計の民生費割合の

増加、経常収支比率の悪化が全国調査から抽出さ

れている3）。A自治体の義務的経費率のピークは

建て替え陳情のあった平成17年度の54．4％で、

経常収支比率は平成22年度に93．2％、統廃合時点

の25年度の88．4％まで90％台と高い7）。統廃合要

因は、施設の老朽化に加え、財政状況や基本計画

の中でのコミュニティエリア区分の変更と言える。

6、統廃合前後の実績比較及び効果分析

図1　基本計画のエリア区分変更（8→6）と図書館配置

H7茜本針国コミュニティブロック8区分

　　　　　と図書鱈配置

　　ノ
H18茜本計圏コミュニティエリア6区分

　　　　　　　と図書館配量

年度別実績 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考
① 人口（住民基本台帳）人 239，440 240，647 24LO90 253，884 255，999 259，264 各年4月1日

②
一般会計歳出決算　　千円 103，828，638 106β87，535 104，071，643 99β21，203 107，076，930 108，664，935

③ 図書館一般事務費　千円 2，981 2，383 2，607 2，459 2，150 2，274

④ 図書館管理運営費　千円 52，270 50，732 49，443 105，803 83，019 92，499

⑤ 図書館事業費　　　千円 275，345 264，951 275，666 317，315 320，310 320，952

⑥ 図書館オンライン費　千円 42，930 25，438 79，611 76，176 73，982 73，290

⑦ 図書館経常経費合計　千円 373，526 343，504 407，327 501，753 479，461 489，015 ※1

⑧ 図書館数館 5 5 5 4 4 4

⑨ 図書館延床面積合計㎡ 6，290 6，290 6，290 6，713 6，713 6，713

⑩ 図書館職員数人 58 57 57 48 47 46 ※2

⑪ 閲覧席数合計席 559 559 559 455 455 455

⑫ 図書館資料点数総計点 746，459 724，264 605，273 566，513 584，224 608，733 視聴覚等含む

⑬ 登録者数人 64，131 64，322 64，410 72，575 74，808 77，308

⑭ 個人貸出数合計点 1，293，725 1，222，779 1．085β91 1，297，624 1，315，074 L429，360

⑮ 貸出利用者合計人 411，916 387，739 350，805 457，220 474，778 518，196

⑯ 1日平均貸出利用者人 241．5 227．5 208．4 335．2 347．7 381．1

⑰ 相談調査件数件 3，843 3，649 3，233 3，347 2，339 ll7

⑱ 集会行事参加人数人 7，096 6，369 6，600 6，605 6，462 9，124

パフオーマンス指標

A 人口千人あたり面積㎡ 26．3 26．1 26．1 26．4 26．2 25．9 ⑨／①＊1000

B 人口千人あたり座席数席 2．3 2．3 2．3 1．8 1．8 L8 ⑪／（D＊1000

C 人口あたり所蔵資料数点 3．1 3．0 2．5 2．2 2．3 2．3 ⑫／①

D 入口千人あたり職員数人 0．24 0．24 0．24 0．19 0．18 0．18 ⑩／①＊1000

E 人口あたり登録率％ 26．8 26．7 26．7 28．6 29．2 29．8 ⑬／①＊100

F 人口あたり貸出数点 5．4 5．1 4．5 5．1 5．1 5．5 ⑬／①

G 所蔵資料回転率 L73 L69 1．79 2．29 2．25 2．35 ⑭⑫
H 対人口行事参加率％ 2．96 2．65 2．74 2．60 2．52 3．52 ⑱／①＊100

1 貸出あたり費用円 289 281 375 387 365 342 ⑦／⑭＊1000

J 貸出利用者あたり費用　円 907 886 1，161 1，097 1，010 944 ⑦／⑮：1000

K 対一般会計図書館費率％ 0．36 0．32 0．39 0．51 0．45 0．45 ⑦／②＊100

7）8）図書館の業務統計は、公立図書館の集計値で、コミュニティ会館図書室等の実績は除いている。

※1これらは公立図書館の運営に要する経常経費で、コミュニティ会館図書室等の運営経費は含まれていない（但し図書館事業費0）資料購入
費、図書館オンライン経費にはコミュニティ会館図書室等の経費を含む）、、これら以外に学校図書館連携費、ブックスタート事業費があるが

経常経費からは除いた。正規職員の公務員給与等は含んでいない。また、統合F図書館の取得経費等の一時的な投資的経費も除いた。

※2職員数はA自治体正規職員と非常勤職員の合計数である。A自治体図書館はカウンター業務を全館で委託しているが委託職員は除いた。

学校統廃合の費用対効果分析においては、相対比

較が困難である点に加え投入費用の範囲（合意形

成費用等）や効果を示す指標（教育成果等）の測

定が困難であることが指摘されている2）。図書館

においては、評価を通じて説明責任を果たすこと

等、図書館のパフォーマンスを表現する評価法が

1960年代からアメリカに端を発して各種の評価

法が試みられてきた。我が国の図書館は詳細な業

務統計が歴史的に蓄積されている一方で、サービ

ス品質や顧客満足度等の調査を要する指標とその

基準は未整備な状況にある。本稿では、様々な評

価法のうち、最も有効かつ信頼卜生の高いものとし

てISOの図書館指標11620：1998を基にした日本版

のJIS　XO812（2012）の図書館パフォーマンス指標

（注1参照、）10）11）12）からA自治体図書館の業務統計

で算出可能な11の指標（上記表A～K）を設定して

統廃合の前後3か年を比較する。設定した11の指標

の視点は、①利用可能な資源の対人口比率の変化を

比較する。図書館の資源として、A図書館延床面積、

B閲覧座席数、C図書館資料、　D図書館職員を抽出

一
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した。統廃合の25年度以降、面積を除く図書館の利

用可能な資源の対人口比率は低下している。

①利用可能資源の対人ロ比率の比較

　　　　　　　　15　22葦欝M＃箆零鱒塚27犀　　　　篇隼2茸卑Pt奪2簿2彫年z｝卑

ボπ百罷弱謬蒲…－zz－一　欝x謀簾三妻f…

：lm1，

255

篇　人a十人あた響優露教

湘1…

i勲』“lmll墨

　盟年2簿z偉25奪麟η年　　　　2簿鴇年24年器奪2構！｝年

統合図書館に

おいては、廃止

図書館以上の床

面積を確保して

いるが、利用者

団体と協働した

企画行事の展開

などのスペース

を設けており閲覧席数は減少している。

②利用のパフォーマンスとして、E人口あたり登

録率、F人口あたり貸出点数、G図書館資料回転率、

H人口あたり行事参加率を比較する。

2利用のパフォーマンスの比較

　22年23隼2緯2碑2鱗27隼　　　　理年2算網i25簿2碑27隼

250　　資斜琶庵奉

謝
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　22年23露24曝25年2簿2？犀

iSC人ロあたり行事参鰹準

ll山」
　22隼23年2碑2緯2碑”年

登録率と資料回

転率は上昇して

おり、人口あた

り貸出点数は統

廃合前年度が最

も減少したがそ

の後回復してい

る。行事参加数

は自主企画行事

の活発化等で27年度に上昇に転じている。

③効率性は、費用対効果については、1貸出1点

あたり費用、」貸出利用者一人あたり費用、また

発展可能性として、K一般会計に占める図書館経

常経費の割合により比較する。

③効率性等のパフォーマンスの比較

lllllil…llllilllllill

　鱗欝2構塒欝幻年　　　n隼欝2稗25辱2碑2フ年　　　笈隼欝欝聾年塒27隼

統廃合直前の24年度は廃止館の2～3カ月の業務

縮小の影響で費用対効果は低下しているが、統廃

合後の25年度からは改善の傾向にある。学校統廃

合の財政効果の事例分析では、統合後の財政効果

は負の値をとることが示されており、財政力の脆

弱な自治体は学校統廃合を実施できないことが示

唆されている1）。本事例で財政の点に着目すると

図書館経常費は統廃合後には約1億円程度増加し

ている。また統合新図書館の取得費用等に約30

億円以上を要している。

7．まとめ

自治体財政は人口減少による税収減、少子高齢化

等の社会保障費の増により公共施設の整備更新へ

の投資が困難な趨勢にある。A自治体の事例分析

から、公立図書館の統廃合の要因として老朽化、

財政状況、基本計画でのエリア区分の変更が見出

された。財政状況が比較的回復した時期に統廃合

が実現したと言えよう。統合図書館の運営方針の

策定や図書館運営協議会の設置など図書館の最新

動向やニーズを踏まえた運営により、対資源（座

席数、資料、職員）人口比率は低下しても、利用

のパフォーマンスは向上している。効率性のパフ

ォーマンスは統合後低下しているが向上の傾向を

示している。今回は従前従後比較を行ったが、今

後、同規模自治体との比較、他の事例との比較を

通じてさらに傾向を把握していく必要がある。

謝辞　本調査研究にあたりA自治体中心館の全面的なご協

力をいただきました。深く感謝申し上げます。

注1）ISO11620　JISXO812（2012）で規定されている主な指標
本稿では下記のうち太字下線を指標として用いた。
①資源・アクセス・基盤
コレクション（要求タイトル利用可能性　要求タイトル所蔵率
主題目録検索成功率　不受理セッション割合）アクセス（配架正
確性　閉架出納所要時間（中央値）図書館間貸出迅速性　図書館
間貸出充足率）施設（人口あたりワークステーション数　人口あ
たりワークステーション利用・∫能時間人口あたり利用者領域面
積口あたり座席開館時間と利用者ニーズとの一致度）ム
ロあこり

2）i

霜お藷暴ン人灘ウン畢禦れ．コンテンツ数

あたり館内利用数）アクセス（人口当たり来館回数

一 ビスの電子手段の申込割合　外部利用者貸出率

利用されない資
　　　　人口
　情報要求サ
　人口あたり

　　　　　人口当たり利用者教育参加者数）施設　　1　　坐
　　　　ワークステーション利用率）全般（ターゲット集団利
用率　利用者満足度）

③効率性
コレクション（出当たり　用　データベースセッション当たり
費用　ダウンm－・コンテンツ当たり費用　来館者当たり費用）
アクセス（資料受入所要時間　整理に要する期間）職員（職員の
利用サービス従事率　正答率　人件費に対する資料購入費　資料
整理生産陛）全般（all1filftpmkEI）
④発展可能性
コレクション（電子的コレクション提供の費用割合）職員（電子
的サービスに従事している職員割合）全般（助成金、創出収入の
割合図　　口けに　　される　　の　　恰）
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日本の公共図書館におけるアウトリーチ・サービスの事例分析

　　　　　　　　　　　　　　　久保田正啓†

　†筑波大学大学院図書館情報メディア研究科

　　　　　s1521614＠u．　tsukuba．　ac．　jp

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　抄　録

現代の日本の公共図書館では，

小泉公乃‡

工筑波大学図書館情報メディア系

　　　　　　　　　　　　　図書館員が資料と共に，地域住民の元に能動的に出向く　「図書館外に

おけるアウトリーチ・サービス」が重要である。本研究は，東京都墨田区立図書館と高知県大川村図

書室の活動の観察とインタビューから，図書館員の言動と利用の様子を詳細に記述する手法を用いた。

その結果，利用を疎外された人々の元に行くことによって，人々の生活に良い変化をもたらしている

ことが示された。その意義は，「社会的課題解決」と共に，「知る権利の保障」の重要性の再確認によ

り，資料・情報と図書館員の人的サービスと地域の協力者を有機的に束ねて提供する点にあった。

1．研究の背景と目的

　現在の日本では，高齢化の進行，年齢や貧富

の差による情報格差の広がり，市町村合併によ

る圏域の拡大などDによって，これまでと異な

る理由から図書館サービスを受けられない

人々が増加している。この状況に対応するため

に，目本の公共図書館では，図書館員が資料・

情報と共に，地域住民の元に能動的に出向いた

上でサービスを提供するアウトリーチ・サービ

スが重要となっている。本研究では，この図書

館外におけるアウトリーチ・サービスに着目す

る。

　アウトリーチ・サービスは，主に米国で発展

してきた。例えば，Brown，　E！eanor　Frances

（1971）2）は，1970年代から高齢化等の社会問題

を指摘し，館外でのアウトリーチ・サービスに

ついての重要性を説いている。また，
Weibe1，Kathleen（1982）3）は，文献調査を通し

てアウトリーチ・サービスの類型化を試みてい

る。

　日本では川崎良孝（1983）4），小林卓（1995）5），

中山愛理（2005）6）が，館外アウトリーチ・サー

ビスを含めた米国の事例から活動の経過を記

述している。しかし，これらは米国の図書館に

関する研究であり，日本では戦後の各地での館

外におけるアウトリーチ・サービスの個別の実

践報告はあっても，研究論文はみられなかった。

　このような状況から久保田正啓（2015）7）は，

戦後日本における公共図書館の館外における

アウトリーチ・サービスの事例を収集・分析し，

Weibelのように類型化をすることで，このサ

ー ビスは従来の「図書館利用を疎外された人の

知る権利の保障」と共に「地域の社会的課題解

決」に貢献しようと活動を構築してきたことを

明らかにした。（図1）

一

図書館サービスを受けられない人の続書の保鐘

1960 1980 20◎0

　図1　サービスの意義の進展（概念図）

　しかし，文献を基礎とした調査にも限界があ

り，公共図書館の館外アウトリーチ・サービス

が実際にはどのように行われ，地域の課題解決

にどのように貢献しているのかについて，詳細

に明らかにすることはできなかった。

　これらのことから，本研究の目的は，（1旧本

の公共図書館の「館外におけるアウトリーチ・

サービス」の事例を詳細に記述することで，②
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図書館員が資料を用いて地域住民にどのよう

にサービスを提供し，（3）利用者にとってどんな

意味があるのかを明らかにすることとする。

2．「館外におけるアウトリーチ・サービ

ス」の定義

　アウトリーチ・サービスの定義は“施設入所

者，低所得者，非識字者，民族的少数者など，

これまでの図書館サービスが及ぼなかった

人々に対して，サービスを広げていく活動”8）

とされてきた。本研究では，その定義を踏まえ

た上で「館外におけるアウトリーチ・サービス」

をより具体的に，（1）図書館の建物を出て利用者

の近くまで出向き，②資料・情報と図書館員を

一緒に移動させ，（3）資料・情報案内や予約を含

むレファレンス，貸出などの図書館サービスを

その場で提供すること，という3つの要素から

定義する。

3．研究手法

　研究手法は，公共図書館の「館外におけるア

ウトリーチ・サービス」を対象とする，観察調

査とインタビューを組み合わせたエスノグラ

フィーである。調査対象は，東京都墨田区立図

書館（高齢者と心身障害者へのサービス）と高

知県大川村図書室ことな館（人口流出地域にお

けるサービス）である（表1）。具体的には，

これら2つの公共図書館（室）における図書館

員の活動に同行し，観察調査とインタビュー調

査から図書館員の言動と利用の様子を詳細に

記述することで，その実態を明らかにする。

表1調査概要

館名 東京都墨田区立 高知県大川村

図書館 図書室ことな館

調査対 墨田区立ひきふ ことな館，村役

象施設 ね図書館，高齢 場，大川村山村開

者施設2館， 発センター，大川

知的障害者施設 村社会福祉協議

2館 会，地区集会所，

高齢者自宅周辺

調査対 障害者サービス ことな館担当職

象者 担当職員2名， 員（地域コーディ

一 般書サービス ネーター），

担当職員1名， 教育委員会職員，

高齢者サービス 福祉課職員，

協力者2名，拡 高齢者4名

大写本協力者2

名，高齢者2名

調査時 2016年2月～ 2016年4月，9月

期 8月

調査時 9回（9日間） 2回　（2日間）

問 47時間 10時間

　墨田区は東京23区の中でやや北東に位置し，

2016年3．月時点での人口は約26万人である。

区立図書館は，ひきふね図書館をはじめとする

4つの図書館と4つのコミュニティー会館等の

図書室で構成されている。

　墨田区立図書館を調査対象とした理由は，

「館外におけるアウトリーチ・サービス」によ

って高齢者と心身障害者の知る権利を保障し，

併せて社会的な課題を解決する取組をしてい

るためと，中でも認知症の予防・改善を意識し，

高齢者施設での行事に回想法を採用するなど

の積極的な活動を行っているためである。

　大川村は高知県の最北端にあり，高知市の真

北に位置する。1960年代には4，000人を超え

ていた人口は，2016年3月時点で約400人と

なり，離島を除くと日本一人口の少ない村とい

われている9）。同村に書店はない。しかし，課

題先進地域である同自治体は，最近若い世代の

呼び込みに成功しつつあり，今後の自治体の取

り組みの先進的事例にもなりつつある。

　大川村ことな館は，村立の大川小中学校の敷

地内に村の教育委員会によって設置されてい

る公共図書室である。居住地の点在する大川村

では，ことな館だけでなく「山村開発センター」

や「診療所」など村内の各地の公共施設に図書

コーナーを設けている。また，社会福祉協議会
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主催の各集落における高齢者の集まり「お達者

会」が開かれるときに職員が訪問し，図書の紹

介や貸出を行う「出張図書」活動を行っている。

大川村図書室ことな館を調査対象とした理由

は，このような人口流出地域において，職員が

図書室の資料を通して地域に深く入り込んで

いるからである。

4．調査結果（墨田区立図書館）

4．1初めて自分で読み通す

　知的障害があるTさんは，長い文章を読むの

が苦手で，貸出訪問のときも本を借りることは

無かった。以前からその様子を見ていた図書館

員は，百数十タイトルのマルチメディアDAISY

図書がインストールされたタブレット端末を

持って行った。Tさんの趣味や日ごろの興味を

聞いた図書館員は，百数十タイトルのマルチメ

ディアDAISY図書の中から2タイトルの本をお

勧めしてみた。本の題名は『新・東京のでんし

ゃずかん』（原本：小峰書店）と『赤いハイヒ

ール』（原本：目本障害者リハビリテーション

協会）であった。

　Tさんは，『新・東京のでんしゃずかん』を

時々反応を示しながら最後まで見終わり，物語

である『赤いハイヒール』も最後まで読み通し

た。施設のスタッフによると，この2タイトル

は“おそらく彼が生まれて初めて自分で読み通

した本だ”とのことだった。

　初めて自力で図書を読み通した経験は，人間

の知的活動にとって大変重要で今後の学習の

基礎となる。このような経験をTさんにもたら

したのは，（1）Hごろの観察，（2）インタビュー，

（3）図書に関する深い知識の3点から適書を選

んだ図書館員の専門性であるといえる。

4．2　点字の詩を活字の作品にする

　訪問先の全盲の利用者Mさんは，様々な点字

図書をリクエストしていた。図書館員は，全国

の点字図書館・公共図書館から点字図書を借り

て，またどこにも所蔵されていない図書は墨田

区の図書館で新たに点字図書を作成し，そのリ

クエストに応えていた。

　Mさんは点字で詩をいくつも書いていたが，

図書館員はMさんがそれを墨字化する希望を

持っていることに気づくようになった。点字は，

かな書きにあたるため，漢字かな交じりの作品

にするには，晴眼者と一緒に使用する漢字やそ

の漢字が持つ意味を検討しながら決めていく

必要がある。図書館員は訪問するたびに，辞書

や関連資料を調べながら検討する作業を何年

も続け，ついには詩集を出版し，その本は図書

館の資料としても所蔵され利用に供されるよ

うになった。これが実現したのは，

　　視覚に障害があるという障壁のために情

　　報発信が不可能となっているとき，地域

　　の情報施設である図書館が，その障壁を

　　取り除くのは当然の役割である

という図書館員の発話にみられるように，（1）図

書館員が専門家としての高い意識を持ち，（2）利

用者のリクエストに丁寧に応え，（3）図書館員が

利用者との会話を積み重ね，その結果として，

（4）利用者と図書館員との間に信頼が生まれた

からである。

4．3　関係する人や団体との協働

　高齢者サービス協力者養成講座は，高齢者施

設において図書館員と一緒に絵本の読み聞か

せなどのお話し会を行う，協力者を養成するた

めの講習会である。図書館主催の講習会では，

図書館員，在宅サービスセンターのセンター長，

読み聞かせ・おはなしの住民グループの代表者，

特別養護老人ホーム職員等が講師となる。

　図書館員からは，

　　日ごろの各施設への活動が講座の講師依

　　頼に繋がり，講座をきっかけに他の団体

　　との連携が緊密になることもあった。活

　　動を進めていく上で関係する人や団体と

　　の協力は欠かせない

という発話があった。この発話から，墨田区立

図書館が，単に講習を行うためだけに同講座を

開催しているのではないことがわかる。同館は，

一
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講座を通して，地域の人や団体と協働すること

で「館外におけるアウトリーチ・サービス」の

仕組みを構築しているのである。

5．調査結果（大川村図書室ことな館）

5．1　貸出を通して社会と繋がる

　ことな館では，「移動図書」を実施している。

これは図書室から離れた地域に住む高齢者の

自宅を訪問し，資料の紹介・貸出・予約の受付

をするものである。「移動図書」に使用する軽

自動車には，その日の訪問先のために選ばれた

数十冊の資料が，利用者に資料の背が見えやす

いように積んである。

　担当のWさんは自動車を高齢者の自宅の軒

先に止めて，車のバックドアを開けて利用者に

選んでもらっている。返却・貸出が始まると，

資料の紹介・予約の受付はもちろんのこと，テ

レビの話題や生活に関することなど，様々な会

話がなされる。その会話によってもWさんは利

用者のニーズをくみ取り，次回に持ってくる資

料の内容に反映させる。ことな館に所蔵されて

いなければ，高知県立図書館に予約をする。貸

出されている資料の内容は，小説などの読み物

から地域の草花を調べるための植物図鑑や白

然科学まで幅広い。1人の利用者のインタビュ

ー に“私は，本の貸出を通して社会と繋がって

いるんです”という発話があった。地域に書店

がなく，図書室にも行くことができない高齢者

に対して，「移動図書」を使用して資料を提供

することにより，利用者の知る権利を保障する

ことが大きな意味を持っている。

　そして，この「移動図書」を支えているのは，

担当者のWさんの熱意と村民との深い関係性

である。利用者にとって担当者のWさんはどの

ような存在か尋ねたところ，どの人もWさんの

存在の身近さを挙げていた。ある人は“この人

（Wさん）のお姑さんが，私の友達だったから”

と人間関係の身近さを挙げたり，他の人は“家

族とまでは言わないけれど，何でも言える人”

と信頼感を口にしていた。

6．まとめ

　以上の事例から明らかになったのは，図書館

員が図書館資料を用い，ときには地域の協力を

得ながら「館外におけるアウトリーチ・サービ

ス」を提供したことによって，利用者の課題が

解決されているということである。これは，

様々な社会的要因によって図書館利用を疎外

されていた人々の元に図書館員が資料と共に

出向くことによって，人々の生活に良い変化を

もたらしたともいえる。高齢化，広域化，過疎

化が進む自治体にとって「館外におけるアウト

リーチ・サービス」の現代的な意義は，「社会

的な課題の解決」と共に従来からの「知る権利

の保障」の重要性の深化にある。これを実現す

るためには，地域住民に（1）資料・情報，（2）図書

館員の人的サービス，（3）地域の協力者，を有機

的に束ねて提供することが必要である。このよ

うな，地域と図書館が一体となった活動こそが

今後の現代社会の課題を解決する糸口となる

だろう。
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先進的な公共図書館は行政支援サービスをどのように構築してきたか

徳安由希（筑波大学大学院図書館情報メディア研究科）s1521631＠u．tsukuba．ac．jp

　　小泉公乃（筑波大学図書館時報メディア系）koizumi＠shs．tsukuba．ac．jp

抄録：本研究の目的は，積極的に行政支援サービスを提供している公共図書館の実態を詳細に分析し，

サービスの構築から運用までの過程を明らかにすることである。本研究では事例分析を採用し，半構

造化インタビューと資料調査を行った。調査対象は田原市図書館（愛知県）である。その結果，図書

館長や担当職員の働きかけが行政職員に変化をもたらし，図書館サービスが業務に有効であると認識

するようになっていった。また行政職員のニーズの深耕から他部署の業務プロセスに図書館が組み込

まれたり，行政連携にまで至っていることも明らかになった。

1　研究の背景と目的

　国の地方分権化に伴い，地域の自主性や自立性

が高まる中で，日本の公共図書館は地域を支える

情報拠点として課題解決支援サービスの充実が求

められてきた1）2）。その一つに「行政支援サービス」

が挙げられる。これは，自治体の行政事務や政策

立案の効率化を促し，公共図書館を媒介にして自

治体の施策を住民へと発信するサービスである。

　行政支援サービスは地域課題の解決を促進し，

住民生活を向上させる上で重要なサービスである

が，目本の公共図書館では定着しておらず，実施

館でも様々な課題を抱えている3）。要因の一つに，

公共図書館が行政部局や行政職員のニーズを掌握

することが困難であり，どのようなサービスを提

供してよいかわからないことが挙げられる。

　本研究の目的は，積極的に行政支援サービスを

提供している公共図書館の実態を詳細に分析し，

サービスの構築から運用までの過程を明らかにす

ることである。

て位置づけられる行政支援サービスにも先進的に

取り組んでいる可能性が高いこと，3）近年の事例

であるため，サービス構築前から動向を調査する

ことが可能なことが挙げられる。

　調査期間は2016年1．月～9月である。

　資料調査で調査した資料の一覧は表1に示す。

　　　　　　表1調査資料リスト

内部文書 図書館長による業務目誌（2010年

10月～2016年3月）

会議資料，打ち合わせ記録

依頼内容，利用統計数

文献 田原市図書館に関する雑誌論文，報

告資料等

Webサイト 田原市図書館Webサイト

田原市役所Webサイト

2　研究方法

　本研究では事例分析を採用し，半構造化インタ

ビュー調査と資料調査（内部文書，文献，Webサ

イト等）を実施した。

　調査対象は，田原市図書館（愛知県）である。

田原市図書館は市の直営による中規模の公共図書

館であり，「元気はいたつ便」4）等の課題解決支援

サービスは，地域活性化に貢献する取組みとして

高い評価を得ている。行政支援サービスは2012

年度から正式に開始している。

　対象とした理由は，1）一般的な規模の図書館で

あり，他の図書館にも共通する部分が多く参考に

なる事例と考えられること，2）図書館が組織的に

活発であることから，課題解決支援サービスとし

　インタビュー調査は，図書館長，行政支援サー

ビスの担当職員2名（総括担当，議会事務局連携

担当），行政支援サービスの利用者6名（行政職

員）に実施した。行政職員の内，2名は図書館の

勤務経験がある。

　図書館長と図書館員には，サービス構築に至っ

た経緯や組織の変化，利用状況等を明らかにする

ため，他部署との協力体制，図書館内での意思決

定の仕組み，サービス開始前後での行政職員から

の反応，利用の様子等を質問した。行政職員には，

業務における図書館サービスの有効性や図書館へ

のニーズを確認するため，行政支援サービスを利

用した動機や具体的な依頼内容，業務における情

報収集の方法等を質問した。

3　調査結果
3．　1．行政支援サービス構築の契機

　田原市図書館の行政支援サービス構築には，

一 45一



「『再発見！鳥羽曾伊良湖フェリー展』の開催」と

「『新聞記事速報』廃止・新規サービス構築」とい

う二つの出来事が関係していたことが明らかにな

った。

1）「再発見！鳥羽⇔伊良湖フェリー展」の開催

　（2010年7月7日～9月9日）
　2010年，田原市は地域の産業を支える鳥羽伊良

湖航路が存続の危機に立ち，全市的に航路存続に

取り組む方針が掲げられた。しかし，図書館には

要請や期待が全くなかった。図書館長がこの状況

を案じ，全図書館員に呼びかけた結果，航路廃止

や航路活用の資料等を展示することになった5）。

この展示は新聞報道もされ，住民の関心も集めた。

　図書館長は“役所の中でも…地域の課題にいろ

んな人に気づいてもらう，あるいは共有してもら

えるという役割が果たせるんだ，というふうに認

識が変わりまして…6＞”と振り返っている。図書館

長や図書館員へのインタビューでも，この展示以

降，市役所内部から市の施策に関する協力の依頼

が増えてきたと語っていた。図書館員は図書館が
“待ちの構えだったものが，外に出ていくといっ

た感じになってきている”と述べており，田原市

図書館の組織・風土にとって重要なターニングポ

イントだったといえる。

2）「新聞記事速報」廃止・新規サービス構築

　図書館では，毎目地域に関する新聞記事のコピ

ーをまとめ，市役所に配布する，「新聞記事速報」

というサービスを実施していた。しかし，作業量

や著作権の問題が以前から図書館内部で問題視さ

れており，2011年度末にこれを廃止した。その代

替に「田原市新聞記事見出しデータベース」の運

用を開始したが（2012年4月～），記事本文は閲

覧できないため，提供する情報量は確実に減少す

ることになった。

　「新聞記事速報」は，田原市図書館にとって“行

政支援の原型だった”と図書館長はいい，行政支

i援サービスの企画書（2011年12月8日）には“新

聞速報廃止によって予想される市職員の「欠乏感」

を，図書館への不満ではなく，図書館のサービス

の利用につなげる”と記載されている。「新聞記事

速報」の廃止を契機に，依頼がある度に対応して

いた他部署や行政職員からのレファレンス，事業

の協力依頼といったニーズも組み込んだ形で，行

政支援サービスを構築し，サービスの転換を図っ

た。

3．　2．行政支援サービスの浸透

　行政支援サービスの依頼件数と貸出冊数の推移

（図1）を見ると，2015年度になって依頼件数が

大幅に増加している。数値が増加した背景には，

図書館員による地道な努力があった。
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図1行政支援サービスの

依頼件数・貸出冊数の推移

　行政職員は私的に図書館を利用する際，業務で

必要な情報収集も行っているといい，図書館長や

図書館員もそういった利用があることは認識して

いた。しかし，私的な図書館利用から，業務にお

ける図書館ニーズを抽出することは困難だと考え

られる。図書館では行政支援サービスの開始にあ

たり，行政職員へのアンケート（2012年9月～

lO月実施，回答数122件，回答率30．7％）を実施

するなど，できるだけ具体的なニーズを把握する

ように努めていたが，依頼件数は伸び悩んでいた。

　図書館員はそうした現状を分析し，具体的な問

題点に，1）図書館におけるサービスの依頼に対す

る受動的な姿勢2）図書館内部での受付方法の周

知不足，3）手続きの煩雑さ，の3点を掲げ，業務

改善を行った。

　第一には，とにかく行政支援サービスを行政職

員に知ってもらうため，電話や市役所への資料配

送時，行政職員が来館した時など，あらゆる機会

を逃さず，直接声をかけ続けた。図書館の体制も

再度整備し，行政支援サービス担当以外の職員に

も行政支援サービスの受付方法を周知することで，

問い合わせがあればいつでも全職員が対応できる

ようにした。電話等で依頼があった場合は，職員

が申込書へ書きおこし，必ず記録に残して共有す

ることを徹底した。図書館員は，2015年度に依頼

件数が増加した理由として，着実に記録すること

一 46一



L

で件数の計上に漏れがなくなったことも影響して

いると分析していた。サービスの手続きも，案内

や申込書の様式を見直し，説明を分かりやすく，

簡易な様式に変更した。

　図書館員は試行金叢呉しながら業務を工夫し，サ

ー ビス内容を繰り返し見直してきた。そして事例

の蓄積によって，図書館員のスキルも向上してき

た。図書館員は，こうした積み重ねがようやく実

を結び，行政支援サービスが浸透してきたことを

実感していた。

3．　3．行政職員における利用の実態

　行政職員へのインタビューでは，全員に行政支

援サービスを利用した動機を尋ねた。図書館の機

能・サービスを知った（知っていた）経験が動機

となったのは4名，資料整理に関する業務の相談

をきっかけに利用したのが1名，前任者が業務に

図書館を利用していたため意識せず利用したのが

1名という結果であった。利用目的や頻度は様々

であり，政策・イベントに関する展示を年数回利

用するだけという職員もいれば，日常的な業務で

頻繁に利用している職員もいた。

　業務で必要な情報を調査，収集する手段には，

調査対象者のほとんどがインターネットの利用を

最初に挙げたほか，業務によっては，近隣の自治

体や他組織への電話，過去の文書の閲覧といった

多方面から調査していることも確認できた。そこ

で得た情報を文献からも確認するため，行政支援

サービスを利用している職員もいた。その理由は，

図書館が多様な視点からの情報を提供してくれる

からだという。この行政職員は図書館の機能やサ

ー ビスを知った後に，図書館を利用する機会は増

えたと話し，電話でレファレンスをした後に来館

するといった利用もするようになっていた。日常

的にサービスを利用している職員は，業務上必要

な基礎知識や統計データを収集する際にサービス

を活用しており，効率的な仕事ができていること

に高い満足感を感じていた。同じ部署の職員にも

サービスの利用を薦めるといった行動も起こして

いた。

　行政職員の利用実態は様々だが，その背景では，

行政職員が業務の課題に対する行政支援サービス

の良い効果を期待しており，サービスの有効性を

実感した経験が利用を促進していることがわかっ

た。

3．4．行政支援から行政連携への拡充

　図書館長は“行政の部署の多様性に対応するよ

うな形でサービスを作っていくしかないという判

断をしている”と語っており，行政職員の特性は

業務の多様1生にあると認識している。これを裏付

けるように，行政職員も“異動するたびに違う分

野に変わっていって，1年目，2年目は自分なり

に一生懸命勉強しないとそもそもついていけない

ような仕事になる”と話していた。

　ニーズの多様さゆえ，現在の行政支援サービス

の枠組みには該当しない依頼もあり，図書館長は

内容に応じて図書館が対応できるかどうかを判断

していた。田原市図書館と田原市議会図書室の連

携を行政支援サービスの延長として取り組むこと

に決めたのは，図書館長である。

　2014年12月，田原市議会事務局から議会図書

室の整備に関して，田原市図書館に協力依頼があ

った。図書館ではこれを行政支援サービスの一部

として対応することにしたが，議会や議員の図書

室であるという特殊1生も考慮し，行政支援サービ

スの担当職員から議会図書室との連携担当を任命

した（1名）。議会図書室の蔵書の整理，レイアウ

トの変更，議会図書室に適した行政支援サービス

の運用方法を調整した結果，現在では図書館から

議会図書室へ時事的なテーマの図書が定期的に貸

出され，議員の利用も少しずつ増えている。

　議会図書室の管理を担当する議会事務局の職員

は，図書館との連携が議会事務局に議会図書室の

方向性やその機能を再認識する機会をもたらし，

当初想定していた以上の効果が得られたと語って

いた。一方，図書館側も，議会図書室の連携を通

じて地域の課題を知ることができるため，蔵書の

構築に反映できると述べていた。この連携は相互

に作用しあい，新たな成果を創出しているといえ

る。

　行政職員へのインタビュー一でも，図書館と行政

部局との連携にっいて“連携がとれたらもっと広

がりがあるサービスになるのではないか”という

言及があった。「行政連携」に関するニーズの開拓

により，今後の行政支援サービスの役割や機能を

拡充していくことになる萌芽が見られた。

　そして，図2は3．1から3。4までの田原市図書

館における行政支援サービスの構築過程を時系列

に沿って図式化したものである。
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　　　　　　　　　図2

4　考察
　田原市図書館ではサービスの枠組みを構築

したことで満足せず，図書館員はさらなるニ

ー ズを掘り起こすために，サービスを改善す

る努力を継続的に行っていた。その活動はサ

ー ビスの発展を促し，行政部局の業務プロセ

スに図書館が組み込まれるまでになっていた。

　行政支援サービスを定着させるためには，

従来のサービスの枠組みでニーズをとらえる

のではなく，現状のニーズに応える形で従来

のサービスを新たに作り変えていく積極的な

姿勢が重要である。

田原市図書館における行政支援・連携サービスの構築過程

　　　　　　　　　　　　2）これからの図書館の在り方検討協力者会議

引用文献
1）図書館をハブとしたネットワークの在り方に関す

る研究会．地域の情報ハブとしての図書館：課題解

決型の図書館を目指して．2005，76p．

http：〃www．mext．go　．jp／a＿menu／shougai／tosho／hou

koku／05091401／all．pdf，（参照2016－10・07）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　これ
からの図書館像．2006，34p．

3）”第5章行政支援”．2014年度（平成26年度）公

立図書館における課題解決支援サービスに関する実

態調査報告書．全国公共図書館協議
会，2015．3，p．59，61・63．

http：／／www．library．metro．tokyo．jp／Portals／0／zenko

uto／pdfア2014chapO5．pd£（参照2016・10－07）

4）天野良枝，河合美奈子．“第5章元気はいたつ便
（田原市中央図書館の取組み）”．地域活性化志向の

公共図書館における経営に関する調査研究．国立国
会図書館，2014，p．101・133，（図書館調査研究リポー

ト，No．15）．

http：〃dLndl．go．jp／info：ndljp／pid／8649952／1，（参照

2016－10・07）．

5）豊田高広．特集，観光と図書館：図書館は課題t’共

有ftを支援する，「再発見！鳥羽⇔伊良湖フェリー

展」の試み．みんなの図書館．2010，（404），p．18・22．

6）“「図書館づくり勉強会2013ひだか」報告書：豊

田高広氏講演資料”．（高知県）日高村立図書館．

http：〃www．kochinet．ed．jp／hidaka－

v／library＿new／130120＿houkokusyo．pdf，（参照

2016－10・07）．
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「地方創生」時代の公共図書館をめぐる地域民主主義の現状

　　　　　　　中俣保志†　篠原正美‡松原達郎‡

　　　†香川短期大学　　　　　　　‡香川短期大学
　　　　apoly＠kjc．ac．jp

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　抄録
　　　　　　　近年、公共図書館の新規開設が話題となっている。本報告では、図書館「改革」をあ1　　　　　　　げる、中国地方の二自治体を調査対象地とし、住民と図書館と自治体の住民参加の方

1　　　　　　法論の課題として注目した。2016年6月～9月の間、図書館長及び指定管理者担当

　　　　　　　者、市教育委員会担当者、関連行政、ボランティアに対し個別面談調査を行った。以

　　　　　　　上調査から、自治体間競争の問題を、自治体における住民参加の方法論の課題として

　　　　　　　対象化する。

1　　　　　1．はじめに　本発表の目的　　　　　　　　　　　かがえる。近年、こうした、70年代～90年

1　2…年代以降公共図蜘齢注目擬馨婁篇i窪欝盤畜講醗
した改築・新規開設を目指した基礎自治体が話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ている背景が読み取れる（表1・図1参照）。題となっている。文部科学省「社会教育調査（平　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　また一方で、財政基盤や人口動態の変化から成23年度）」版の「図書館調査」「建築年別・

表1建築年別・構造別図書館数（平成23（2011）年10月調査）

建築年別

設置者別 図書館数 ～ 明治時代 大正時代
1925

～ 45年

驚1年 熱 膿 雛 雛 瓢 2006年～

計 3271 3 6 12 12 54 339 805 994 826 220

都道府県 61 1 0 0 1 4 15 10 19 9 2

市（区） 2591 0 5 5 6 43 279 673 771 623 186

町 547 0 0 5 5 6 38 108 185 174 26

村 46 0 0 0 0 0 6 7 12 16 5

組合 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

一般社団法人・一般財団法人

（特例民法法人含む。）
25 2 1 2 0 1 1 7 7 3 1

日本赤十字社 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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文部科学省『社会教育調査（平成23年度）』より

図1建築年別・構造別図書館数（平成23（2011）年10月調査）

　一方で、このように焦点化される公共図書館

に対して、指定管理者制度の適用など民間委託

にふみきる自治体も存在する。特に近年、この

分野に新規参入し、人気の外資系カフェとの連

携を図る大手コンテンツ企業の場合など、地域

に「にぎわいを作り出す」という点で期待をか

ける自治体も存在する。特に、出店が商圏的に

一定の人口規模以上の都市や施設となる人気カ

フェ誘致併設の図書館となると、「人口減少が懸

念される自治体」にとっては、公共図書館への

「集客」も、移住促進や定住者の「学べる場」

への要求など、他の地域課題との結節点として

運営の面で従来の社会教育の延長線上に捉えら

れている公共図書館の役割からすると、民間企

業として取り組もうとする新たな「サービス」

は、必ずしも地域の利用者に受け入れられるわ

けではない。

　本報告では、図書館「改革」をあげながら、

手法が異なる中国地方0県の二自治体を調査対

象地とし、「地方創生」が強調される中での図書

館「改革」の政策化における地域民主主義の差

異を、住民と図書館と自治体の住民参加の方法

論の課題として対象化したい。

1．対象地概要

　対象地A市は、駅周辺再開発事業の中に図書

館移転を盛り込み、近年参入してきた某大手コ

ンテンツ会社を指定管理者として民間委託する

方針を市当局が決定、今年8月末で直営旧中央

図書館を閉館、館内に全国展開をしている外資

系カフェを設置した新館が来年2月に開館予定

である。

　対象地B市では、図書室を改め公民館施設近

隣に新規図書館を設置（今年6月）、直営で開館

した。館内に地元人形作家のギャラリーやステ

ージスペースを設置し、館壁面に住民の協力に

よる壁面スペースがあり、設計思想に「住民に

よる作成」を取り入れる工夫が散見される。

　以下に、A市及びB市の概要と新旧図書館設

の概要、0県立図書館作成の両市の図書館の現

状を表2として記載する。

・ A市
総人口31，783人（推計人口、2016年6月1日）

人口密度58．1人／km2
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直近の合併　2004年10月、1市4町が合併。

市長（2008年10月就任、合併後　第2代市長、

3期目）

市議会議員定数20名　平成28年度一般会計予

算歳入約245億円　総額409億円
・ B市
総人口36，790人（推計人口、2016年6月1日）

人口密度293人／km2

直近の合併　2004年11月3町が合併し、発足。

市長（2009年7月就任、3代市長、2期目）

市議会議員定数20名　平成28年度一般会計予

算歳入約162億円　総額354億円

図書館の予算規模（2015年4月現在）

・ A市
整備前（本館1分館1）蔵書140，393冊

整備前延床面積928㎡（2館分）

年間資料費合計　約2695万円

職員数11人　　（正規4・臨時7）内司書1

新図書館延床面積3000㎡3階層（地上4階の

うち2階以上が図書館）

新図書館建築整備費15億円　指定管理にかか

わる委託運営費1億6千万円
・ B市
整備前　蔵書39，852冊（複合施設図書室）

整備前延床面積118㎡

年間資料費合計　約3291万円

職員数5人（正規4・臨時1）内司書4

新図書館延床面積2300㎡2階層　新図書館建

築整備費8．6億円

両市の図書館にかかわる市民活

・ A市　図書館にかかわる、歴史教育、読み聞

かせ、文学、障害者識字の6団体

表2　0県内公共図書館調査（平成27（2015）年10月調査）

登録
貸出冊数
　（冊）

市町村

順　位

蔵書冊数
　（冊）

市町村

順　位

資料費
（円）

年間受入冊数
　　（冊）

市町村

順　位
自治体名

登録者総数
　（人）

登録率
（％）

奉仕人ロ1人当たり 人ロ千人当たり

専任職員1人当

サービス人ロ
　　（千人）

0県 226，616 11．7％ 0．7
一

0．7
一

64．2 30．5
一

48．5

C 358，015 50．7％ 6．2 9 2．2 24 164．3 108．1 21 22．8

D 317，047 65．5％ 5．8 12 2．8 22 184．4 113．9 19 16．1

E 69，589 66．5％ 5．4 15 4．2 15 119．9 100．7 22 9．5

F 25，963 41．3％ 3．9 19 3．0 20 189．2 113．6 20 12．6

G 14，588 28．1％ 3．8 20 3．0 19 204．2 123．4 17 17．3

H 12，649 29．6％ 6」 10 6．5 9 440．1 256．2 7 14．3

1 7，371 10．9％ 6．1 11 3．0 18 204．7 120．5 18 13．6

A 11，674 35．4％ 2．0 24 4．3 14 817．8 179．2 15 16．5

J 9，027 28．2％ 5．7 13 6．4 11 316．7 222．4 13 32．0

K 11，477 31．0％ 2．3 22 3．5 17 99．4 66．8 25 37．1

B 5，791 15．0％ 20 25 1．0 25 854．2 81．7 24 専任なし

L 32，323 72．1％ 10．2 2 6．5 10 455．0 232．1 12 9．0

M 16，597 34．2％ 2．3 23 2．6 23 171．9 91．5 23 専任なし

N 9，509 31．9％ 3．0 21 4」 16 143．8 135．0 16 専任なし

0 11，562 32．4％ 5．4 14 5．5 12 372．6 208．2 14 35．7

P 14，598 96．8％ 5．1 16 10．8 4 347．5 267．3 6 15．1

Q 10，394 84．7％ 7．3 7 10．6 5 513．8 294．7 5 4」

R 11，571 103．9％ 7．3 5 12．7 3 620．0 356．2 3 11．1

S 12，594 84．0％ 7．6 4 7．1 8 387．0 249．0 8 専任なし

T 9，379 68．1％ 9．7 3 8．4 6 481．7 345．9 4 専任なし

u 6，850 60．5％ 6．3 8 5．4 13 467．7 232．1 11 11．3

V 5，694 91．0％ 7．3 6 13．0 2 479．9 366．1 1 6．3

W 7β37 141．5％ 17．9 1 16．1 1 385．7 363．9 2 専任なし

X 7，119 46．0％ 4．4 18 7．5 7 449．1 246．8 9 専任なし

Y 2，347 18．9％ 4．5 17 3．0 21 275．3 237．9 10 12．4

●市町計 993，972 5t3％ 5．6 3．3 229．5 130．8 18．3

●県・市町言 一 鵬 6．4 4．0 293．4 161．1 13．3
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その他、指定管理者選定を契機に図書館運営を

考える市民団体が立ち上がる。

・ B市　20年ほど前からB市内0中学校の学

校図書館を整備する目的の市民活動があり、そ

れが母体となった「B市立図書館を考える会」

が発足。歴代市長に要望書を提出していた。ま

た同会代表に、学校司書として勤務するコアメ

ンバーがおり、学校図書館整備の団体と連携し

つっ会の活動を広げる中で、市議会議員などと

接点ができ行政に要望書や市長会談を行うよう

になる。

情報公開に関しての両市の差、、

・ A市　基本的には教育員会内に市立図書館運

営等研究委員会事務局を設置し指定管理者が選

定した段階で指定管理者の担当者を中心に各ボ

ランティアや地域団体と折衝を重ねる。アンケ

ー トデータなどは、建て替え建設計画時代のも

のを採用。

・ B市　現市長になってから、専門司書による

直営を決定。その後は、情報公開と市民参加を

可能な限り追及。協議会など制度上の団体との

連携はもちろん、図書館を考える会（現在は文

庫設置運動と合流し「バトリシアの会」と改名）

をはじめ各種団体との接点を持ちっつ「未来ミ

ーティング」（現時点で12回）を継続して一般

公募で行う。

当者及び図書館側運営担当者等行政や、図書館

協議会関係者など）インフォーマントによる個

別面談調査をもとに、構造化し、住民参画の分

析モデル化を試みる。

・ 調査の時期（2016年（平成28年）6月～9月）

・個別面談調査対象者（A市立図書館長及び指

定管理者担当者（予定）、B市立図書館長及び同

市教育委員会担当者（社会教育）、その他関連行

政、図書館ボランティアなど）

2．方法

　これら二自治体の図書館設置の差異を、首長

はじめ該当地域のステイクホルダーが、都市計

画に図書館構想を盛込む際、地域で期待される

「図書館の政策的意義付け」る論理の違いとし

て取り上げる。図書館設置計画作成から議会で

の承認、設置準備までの時期に焦点を絞り、市

議会議事録、図書館協議会資料、関係者（計画担

3．得られた（予想される）成果

　図書館の設置・運営に関する構想の作成や設

置に関しての政策決定過程を比較分析し、現代

の自治体間競争の問題を、図書館改革をめぐる

現代的な地域内の民主主義と自治体における住

民参加の方法論の課題として対象化する。
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